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(57)【要約】
【課題】駆動回路を複雑化することなく、３滴以上のマ
ルチドロップを着弾位置ずれを抑えて安定吐出可能なイ
ンクジェット記録装置の提供。
【解決手段】一印刷周期内に印加される少なくとも３つ
の駆動パルスのうち、最初に印加される第１パルスの待
機時間がＡＬ（ＡＬは圧力室の音響的共振周期の１／２
）の２倍よりも長く４倍よりも短く、最後に印加される
最終パルスの待機時間が前記ＡＬの偶数倍であり、前記
第１パルスと前記最終パルスの間に印加される各中間パ
ルスの待機時間が前記ＡＬの１倍以上２倍未満であり、
各駆動パルスにおける膨張パルスの電圧は互いに実質的
に等しく、かつ、収縮パルスの電圧は互いに実質的に等
しいことを特徴とするインクジェット記録装置。
【選択図】図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
インク滴を吐出するノズルと、前記ノズルに連通する圧力室と、前記圧力室の容積を変化
させる圧力発生手段を有する記録ヘッドと、インク滴をそれぞれ吐出させるための少なく
とも３つの駆動パルスを一印刷周期内に連続的に印加する駆動信号を生成する駆動信号生
成手段とを備え、前記駆動信号を印加することによって、前記圧力発生手段を作動させて
前記ノズルからインク滴を吐出させるようにしたインクジェット記録装置において、
一印刷周期内の各駆動パルスは、前記圧力室の容積を膨張させる膨張パルスと、該膨張パ
ルスに続いて前記圧力室の容積を収縮させる収縮パルスと、該収縮パルスに後続する待機
時間とを有し、
これらの駆動パルスのうち、最初に印加される第１パルスの待機時間がＡＬ（ＡＬは圧力
室の音響的共振周期の１／２）の２倍よりも長く４倍よりも短く、最後に印加される最終
パルスの待機時間が前記ＡＬの偶数倍であり、前記第１パルスと前記最終パルスの間に印
加される各中間パルスの待機時間が前記ＡＬよりも長く前記ＡＬの２倍よりも短く、
各駆動パルスにおける膨張パルスの電圧は互いに実質的に等しく、かつ、収縮パルスの電
圧は互いに実質的に等しいことを特徴とするインクジェット記録装置。
【請求項２】
前記第１パルスの待機時間が前記ＡＬの３倍であることを特徴とする請求項１に記載のイ
ンクジェット記録装置。
【請求項３】
前記最終パルスの待機時間が前記ＡＬの２倍または４倍であることを特徴とする請求項１
または２に記載のインクジェット記録装置。
【請求項４】
前記中間パルスの待機時間が前記ＡＬの１．５倍であることを特徴とする請求項１乃至３
の何れか１項に記載のインクジェット記録装置。
【請求項５】
前記インクの表面張力が３１ｍＮ／ｍ以下であることを特徴とする請求項１乃至４の何れ
か１項に記載のインクジェット記録装置。
【請求項６】
前記インクは非水系インクであり、樹脂を含有することを特徴とする請求項１乃至５の何
れか１項に記載のインクジェット記録装置。
【請求項７】
前記インクは光硬化性インクであることを特徴とする請求項１乃至５の何れか１項に記載
のインクジェット記録装置。
【請求項８】
前記駆動パルスは矩形波からなるパルスであることを特徴とする請求項１乃至７の何れか
１項に記載のインクジェット記録装置。
【請求項９】
前記圧力発生手段は、電気・機械変換手段であることを特徴とする請求項１乃至８の何れ
か１項に記載のインクジェット記録装置。
【請求項１０】
前記電気・機械変換手段は、隣接する圧力室間の隔壁の少なくとも一部を形成し、且つ駆
動パルスを印加することによりせん断モードで変形する圧電材料により構成されることを
特徴とする請求項９に記載のインクジェット記録装置。
【請求項１１】
前記膨張パルスのパルス幅が前記ＡＬの奇数倍、前記収縮パルスのパルス幅が前記ＡＬの
偶数倍であることを特徴とする請求項１乃至１０の何れか１項に記載のインクジェット記
録装置。
【請求項１２】
前記駆動パルスの周期が前記ＡＬの４倍よりも長いことを特徴とする請求項１乃至１１の
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何れか１項に記載のインクジェット記録装置。
【請求項１３】
前記駆動パルスは、所定の基準状態から前記圧力室の容積を膨張させた後、前記基準状態
に戻す膨張パルスと、該膨張パルスに続いて前記圧力室の容積を収縮させた後、前記基準
状態に戻す収縮パルスと、該収縮パルスに後続し前記基準状態を保持する待機時間とを有
することを特徴とする請求項１乃至１２の何れか１項に記載のインクジェット記録装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、インクジェット記録装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　マルチドロップ駆動のインクジェット記録装置では、１印刷周期中の吐出インク滴の数
を変動させることで１画素を構成するインクドットの濃淡等が調整でき、これにより印刷
の多階調性を可能ならしめている。
【０００３】
　しかしながら、吐出安定性の観点からは十分な検討が行われておらず、マルチドロップ
駆動のインクジェット記録装置としては、通常は１印刷周期中に複数の駆動パルスを等間
隔（時間間隔）で印加することが行われるが、単に複数の駆動パルスを短い時間間隔で印
加する方法では、吐出の安定性が問題になる。そこで、吐出安定性を改良するために安定
化波形を付加することが提案されている（例えば、特許文献１、２参照）。
【特許文献１】特開２００７－１４４６５９号公報
【特許文献２】特開２００６－２５６０９４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　特許文献１、２の技術は、いずれも安定化波形を付加するため、駆動回路が複雑化する
等の問題がある。
【０００５】
　また、１つの液滴射出後に次の駆動パルスを印加するまでに駆動パルスを印加しない長
い休止時間を設けることにより安定に吐出できるが、結果として１印刷周期中に同じノズ
ルから吐出された複数のインク滴は記録紙上の互いにずれた位置に着弾しやすい。そのた
め、印字品質は低下しやすかった。
【０００６】
　そこで、駆動パルスの電圧値を順次に大きくすることにより、後から吐出するインク滴
の吐出速度を最初に吐出するインク滴の吐出速度よりも大きくすることで、同じノズルか
ら吐出された２つのインク滴同士を着弾前あるいは着弾後に合体させ、一つのインク滴に
してから着弾させるようにする方法が提案されている。
【０００７】
　しかし、この方法はアナログ的に変化する電圧の回路が必要になり、駆動回路が複雑と
なってコストがかかり、また駆動パルスの制御も複雑となるなどの問題点がある。
【０００８】
　特に、多階調記録の観点から、インク滴の個数が多くなると、最後の方に吐出するイン
ク滴の吐出速度をかなり大きくしなければならず、そのような駆動信号を発生するために
は、例えば、ドライバＩＣなどの仕様を高電圧対応とする必要があり、駆動回路への負荷
が大きくなる。
【０００９】
　本発明は、上記問題点を解決して、駆動回路を複雑化することなく、３滴以上のマルチ
ドロップを着弾位置ずれを抑えて安定吐出可能なインクジェット記録装置を提供すること
を目的とする。
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【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明の目的は、以下に示す発明によって達成される。
【００１１】
　１．インク滴を吐出するノズルと、前記ノズルに連通する圧力室と、前記圧力室の容積
を変化させる圧力発生手段を有する記録ヘッドと、インク滴をそれぞれ吐出させるための
少なくとも３つの駆動パルスを一印刷周期内に連続的に印加する駆動信号を生成する駆動
信号生成手段とを備え、前記駆動信号を印加することによって、前記圧力発生手段を作動
させて前記ノズルからインク滴を吐出させるようにしたインクジェット記録装置において
、
一印刷周期内の各駆動パルスは、前記圧力室の容積を膨張させる膨張パルスと、該膨張パ
ルスに続いて前記圧力室の容積を収縮させる収縮パルスと、該収縮パルスに後続する待機
時間とを有し、
これらの駆動パルスのうち、最初に印加される第１パルスの待機時間がＡＬ（ＡＬは圧力
室の音響的共振周期の１／２）の２倍よりも長く４倍よりも短く、最後に印加される最終
パルスの待機時間が前記ＡＬの偶数倍であり、前記第１パルスと前記最終パルスの間に印
加される各中間パルスの待機時間が前記ＡＬよりも長く前記ＡＬの２倍よりも短く、
各駆動パルスにおける膨張パルスの電圧は互いに実質的に等しく、かつ、収縮パルスの電
圧は互いに実質的に等しいことを特徴とするインクジェット記録装置。
【００１２】
　２．前記第１パルスの待機時間が前記ＡＬの３倍であることを特徴とする前記１に記載
のインクジェット記録装置。
【００１３】
　３．前記最終パルスの待機時間が前記ＡＬの２倍または４倍であることを特徴とする前
記１または２に記載のインクジェット記録装置。
【００１４】
　４．前記中間パルスの待機時間が前記ＡＬの１．５倍であることを特徴とする前記１乃
至３の何れか１項に記載のインクジェット記録装置。
【００１５】
　５．前記インクの表面張力が３１ｍＮ／ｍ以下であることを特徴とする前記１乃至４の
何れか１項に記載のインクジェット記録装置。
【００１６】
　６．前記インクは非水系インクであり、樹脂を含有することを特徴とする前記１乃至５
の何れか１項に記載のインクジェット記録装置。
【００１７】
　７．前記インクは光硬化性インクであることを特徴とする前記１乃至５の何れか１項に
記載のインクジェット記録装置。
【００１８】
　８．前記駆動パルスは矩形波からなるパルスであることを特徴とする前記１乃至７の何
れか１項に記載のインクジェット記録装置。
【００１９】
　９．前記圧力発生手段は、電気・機械変換手段であることを特徴とする前記１乃至８の
何れか１項に記載のインクジェット記録装置。
【００２０】
　１０．前記電気・機械変換手段は、隣接する圧力室間の隔壁の少なくとも一部を形成し
、且つ駆動パルスを印加することによりせん断モードで変形する圧電材料により構成され
ることを特徴とする前記９に記載のインクジェット記録装置。
【００２１】
　１１．前記膨張パルスのパルス幅が前記ＡＬの奇数倍、前記収縮パルスのパルス幅が前
記ＡＬの偶数倍であることを特徴とする前記１乃至１０の何れか１項に記載のインクジェ
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ット記録装置。
【００２２】
　１２．前記駆動パルスの周期が前記ＡＬの４倍よりも長いことを特徴とする前記１乃至
１１の何れか１項に記載のインクジェット記録装置。
【００２３】
　１３．前記駆動パルスは、所定の基準状態から前記圧力室の容積を膨張させた後、前記
基準状態に戻す膨張パルスと、該膨張パルスに続いて前記圧力室の容積を収縮させた後、
前記基準状態に戻す収縮パルスと、該収縮パルスに後続し前記基準状態を保持する待機時
間とを有することを特徴とする前記１乃至１２の何れか１項に記載のインクジェット記録
装置。
【発明の効果】
【００２４】
　本発明により、駆動回路を複雑化することなく、３滴以上のマルチドロップを着弾位置
ずれを抑えて安定吐出可能なインクジェット記録装置を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２５】
　以下に本発明に関する実施の形態の例を示すが、本発明の態様はこれらに限定されるも
のではない。
【００２６】
　以下、本発明の実施の形態について図面を用いて説明する。ここでは、電気・機械変換
手段が、隣接する圧力室同士の隔壁を形成し、この隔壁を駆動することにより圧力室内の
インクを吐出するせん断モードタイプの記録ヘッドを用い、これに矩形波からなる駆動パ
ルスを印加する例を挙げて説明する。
【００２７】
　図１は、本発明に係るインクジェット記録装置の概略構成を示す図である。インクジェ
ット記録装置１において、記録媒体Ｐは、搬送機構３の搬送ローラ対３２に挟持され、更
に、搬送モータ３３によって回転駆動される搬送ローラ３１により図示Ｙ方向に搬送され
るようになっている。
【００２８】
　搬送ローラ３１と搬送ローラ対３２の間には、記録媒体Ｐの記録面ＰＳと対向するよう
に記録ヘッド２が設けられている。この記録ヘッド２は、記録媒体Ｐの幅方向に亘って掛
け渡されたガイドレール４に沿って、不図示の駆動手段によって、上記記録媒体Ｐの搬送
方向（副走査方向）と略直交する図示Ｘ－Ｘ’方向（主走査方向）に沿って往復移動可能
に設けられたキャリッジ５に、ノズル面側が記録媒体Ｐの記録面ＰＳと対向するように配
置されて搭載されており、フレキシブルケーブル６を介して、駆動信号を生成するための
回路が設けられる駆動信号生成手段１００（図３参照）に電気的に接続されている。
【００２９】
　かかる記録ヘッド２は、キャリッジ５の移動に伴って記録媒体Ｐの記録面ＰＳを図示Ｘ
－Ｘ’方向に移動し、この移動過程でインク滴を吐出することによって所望のインクジェ
ット画像を記録するようになっている。
【００３０】
　なお、図中、７はインク受け器であり、記録ヘッド２が非記録時のホームポジション等
の待機位置に設けられている。記録ヘッド２がこの待機位置にある時、このインク受け器
７に向けてインク滴を少量はき捨てるようにする。記録ヘッド２がこの待機位置において
長期間作動停止している時は、図示しないが、記録ヘッド２のノズル面にキャップを被せ
ることにより保護するようになっている。また、８は記録媒体Ｐを挟んで上記インク受け
器７の反対位置に設けられたインク受け器であり、往復両方向で記録するとき、往動から
復動に切り替えるときに、上記同様にはき捨てられたインク滴を受け入れる。
【００３１】
　図２は、記録ヘッドの一態様であるせん断モードタイプの記録ヘッドの概略構成を示す
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図であり、（ａ）は一部断面で示す斜視図、（ｂ）はインク供給部を備えた状態の断面図
である。図３（ａ）～（ｃ）はその動作を示す図である。
【００３２】
　図２及び図３において１００は駆動信号生成手段、２は記録ヘッド、２１はインクチュ
ーブ、２２はノズル形成部材、２３はノズル、２４はカバープレート、２５はインク供給
口、２６は基板、２７は隔壁、Ｌは圧力室の長さ、Ｄは圧力室の深さ、Ｗは圧力室の幅で
ある。そして、圧力室２８が隔壁２７、カバープレート２４及び基板２６によって形成さ
れている。
【００３３】
　図１（ｂ）には１個のノズル２３を有する圧力室２８の断面図が示されているが、実際
のせん断モードで動作する記録ヘッド２では、図３に示すように、カバープレート２４と
基板２６の間に、複数の電気・機械変換手段としての隔壁２７Ａ、２７Ｂ、２７Ｃ、２７
Ｄ・・・で隔てられた圧力室２８Ａ、２８Ｂ、２８Ｃ・・・が多数並設されている。
【００３４】
　圧力室２８の一端（以下、これをノズル端という場合がある）はノズル形成部材２２に
形成されたノズル２３につながり、他端（以下、これをマニホールド端という場合がある
）はマニホールド７７、インク供給口２５を経て、インクチューブ２１によって図示され
ていないインクタンクに接続されている。
【００３５】
　また、圧力室２８は、圧力室２８の出口側（図２における左側）の深溝部２８ａと、該
深溝部２８ａから圧力室２８の入口側（図２における右側）に行くに従って徐々に浅くな
る浅溝部２８ｂとを有している。
【００３６】
　各隔壁２７Ａ、２７Ｂ、２７Ｃ、２７Ｄ・・・は、図３の矢印で示すように分極方向が
異なる２枚の圧電材料からなる隔壁２７ａ、２７ｂから構成されており、各隔壁２７表面
には両隔壁２７の上方から基板２６の底面に亘って繋がる電極２９Ａ、２９Ｂ、２９Ｃが
密着形成され、各電極２９Ａ、２９Ｂ、２９Ｃは、異方導電性フィルム７８とフレキシブ
ルケーブル６を介して、駆動信号生成手段１００に接続している。
【００３７】
　各隔壁２７は、ここでは図３の矢印で示すように分極方向が異なる２枚の隔壁２７ａ、
２７ｂによって構成されているが、圧電材料は例えば符号２７ａの部分のみであってもよ
く、隔壁２７の少なくとも一部にあればよい。
【００３８】
　駆動信号生成手段１００は、少なくとも３つの駆動パルスを連続的に印加する一連の駆
動信号を一画素周期毎（一印刷周期毎）に発生する駆動信号発生回路と、各圧力室毎に前
記駆動信号発生回路から供給された駆動信号の中から各画素の画像データに応じて駆動パ
ルスを選択して各圧力室に供給する駆動パルス選択回路とからなり、各画素の画像データ
に応じて電気・機械変換手段としての隔壁２７を駆動するための駆動パルスを供給する。
各駆動パルスは、圧力室の容積を膨張させる膨張パルスと、該膨張パルスに続いて圧力室
の容積を収縮させる収縮パルスと、該収縮パルスに後続する待機時間とを有する。待機時
間においては膨張パルス、収縮パルスのいずれもが印加されず、所定の基準状態が維持さ
れる。
【００３９】
　画像データを受信すると、制御部（図示せず）が搬送ローラのモータ及びキャリッジモ
ータをそれぞれ制御すると共に、駆動信号発生回路に少なくとも３つの駆動パルスを有す
る駆動信号を発生させる。さらに、制御部は、上記画像データに基づいて、駆動パルス選
択回路に選択すべき駆動パルスの情報を出力する。そして、駆動パルス選択回路は、上記
情報に基づいて、少なくとも３つの駆動パルスのうちから所定の１または２以上の駆動パ
ルスを選択して隔壁２７に供給する。これにより、記録ヘッド２のノズル２３から、一画
素周期内に１または２以上のインク滴が吐出可能になっている。
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【００４０】
　かかる記録ヘッド２においては、各隔壁２７表面に密着形成された電極２９Ａ、２９Ｂ
、２９Ｃに駆動信号生成手段１００の制御により駆動パルスが印加されると、以下に例示
する動作によって圧力室２８内のインクをインク滴としてノズル２３から吐出する。なお
、図３ではノズルは省略してある。
【００４１】
　電極２９Ａ、２９Ｂ、２９Ｃのいずれにも駆動パルスが印加されない時は、隔壁２７Ａ
、２７Ｂ、２７Ｃのいずれも変形しないが、図３（ａ）に示す状態において、電極２９Ａ
及び２９Ｃを接地すると共に電極２９Ｂに駆動パルスを印加すると、隔壁２７Ｂ、２７Ｃ
を構成する圧電材料の分極方向に直角な方向の電界が生じ、各隔壁２７Ｂ、２７Ｃ共に、
それぞれ隔壁２７ａ、２７ｂの接合面にズリ変形を生じ、図３（ｂ）に示すように隔壁２
７Ｂ、２７Ｃは互いに外側に向けて変形し、圧力室２８Ｂの容積を膨張して圧力室２８Ｂ
内に負の圧力が生じてインクが流れ込む。
【００４２】
　更に、この状態を所定時間保持した後、電位を０に戻すと、隔壁２７Ｂ、２７Ｃは図３
（ｂ）に示す膨張位置から図３（ａ）に示す中立位置に戻り、圧力室２８Ｂ内のインクに
高い圧力が掛かる。次いで、図３（ｃ）に示すように、隔壁２７Ｂ、２７Ｃを互いに逆方
向に変形するように駆動パルスを印加して、圧力室２８Ｂの容積を収縮させると、圧力室
２８Ｂ内に正の圧力が生じる。これにより圧力室２８Ｂを満たしているインクの一部によ
るノズル内のインクメニスカスがノズルから押し出される方向に変化する。この正の圧力
がインク滴をノズルから吐出する程に大きくなると、インク滴はノズルから吐出する。こ
の状態を所定時間保持した後、電位を０に戻し、隔壁２７Ｂ、２７Ｃを収縮位置から中立
位置に戻すと、残留する圧力波の一部がキャンセルされる。他の各圧力室も駆動パルスの
印加によって上記と同様に動作する。
【００４３】
　上記のようにインク滴は飛翔して画像を形成するが、階調画像や高濃度の画像を詳細に
形成するために、前述のように同一画素周期内に、画像データに応じて圧力発生手段に連
続して一連の駆動パルスを複数回印加し、複数のインク滴を飛翔させ、該複数のインク滴
が記録紙上に着弾する前、即ち飛翔中に合体するか、あるいは、着弾した後合体（ドット
として合体すればよい）することにより着弾時点では一つの画素（ドット）を形成するこ
ともできる。このことにより、画素を埋めるドットを拡大したり、１画素に複数のインク
滴を着弾させることにより、階調や高濃度の画素を形成することによって、高画質な画像
を形成することができる。
【００４４】
　前記複数のインク滴が合体して一つの画素を形成する場合、該複数の個々のインク滴を
サブドロップＳＤ、合体したものをスーパードロップと記すことにする。
【００４５】
　複数のサブドロップＳＤを飛翔中あるいは、着弾位置で合体（ドットとして合体すれば
よい）させてスーパードロップを形成するには、基本的に最初の第１サブドロップＳＤ１

が飛翔する速度より、第２サブドロップＳＤ２が飛翔する速度の方が速くないと合体する
ことは困難である。従って、第３サブドロップＳＤ３・・・ＳＤＮと順次高速にする必要
がある。
【００４６】
　しかし、膨張パルスと収縮パルスと所定の待機時間（例えば、長さ１ＡＬ）を基本単位
とする駆動パルスで駆動すると、各サブドロップは個々に分離して飛翔する傾向があり、
飛翔中にサブドロップの合体が難しく、スーパードロップを形成するのが不安定になると
いう問題がある。また、１画素を形成する複数のインク滴が互いに離れて着弾し、画素が
乱れるという問題がある。
【００４７】
　そこで、第１サブドロップＳＤ１を飛翔させるための駆動パルスＰ１の膨張パルスの正
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電圧値＋Ｖ１及び収縮パルスの負電圧値－Ｖ１に比べ、第２のサブドロップＳＤ２を飛翔
させるための駆動パルスＰ２の膨張パルスの電圧＋Ｖ２と、収縮パルスの電圧－Ｖ２の各
値を、それぞれ＋Ｖ２＞＋Ｖ１、－Ｖ２＜－Ｖ１となるように絶対値の大きい電圧値で駆
動する。そうすると、第２サブドロップＳＤ２は第１サブドロップＳＤ１より高速で飛翔
し、飛翔中に合体する。以下同様に、第３サブドロップＳＤ３・・・ＳＤＮ対し、順次大
きい絶対値の電圧で駆動することによって、各サブドロップを飛翔中に合体させてスーパ
ードロップを形成する方法も考えられる。
【００４８】
　しかし、この方法はアナログ的に変化する電圧の回路が必要になり、駆動回路が複雑と
なってコストがかかり、また駆動パルスの制御も複雑となるなどの問題点がある。
【００４９】
　また、マルチドロップ駆動においては、ＳＤ吐出毎の残留圧力波を適宜キャンセルする
必要がある。残留圧力波が大きすぎると、ＳＤ間で速度がばらつき、１画素を形成する複
数のＳＤ（インク滴）が互いに離れて着弾し、画素が乱れたり、メニスカス位置の変動か
ら安定吐出できないという問題が発生する。
【００５０】
　なお、ＡＬ（Ａｃｏｕｓｔｉｃ　Ｌｅｎｇｔｈ）とは、圧力室の音響的共振周期の１／
２である。またパルス幅とは、電圧の立ち上がり始めから１０％と立ち下がり始めから１
０％との間の時間と定義する。このＡＬは、電気・機械変換手段である隔壁２７に矩形波
の電圧パルスを印加して吐出するインク滴の速度を測定し、矩形波の電圧値を一定にして
矩形波のパルス幅を変化させたときに、インク滴の飛翔速度が最大になるパルス幅として
求められる。さらにここで矩形波は、電圧の１０％と９０％との間の立ち上がり時間、立
ち下がり時間のいずれもがＡＬの１／２以内、好ましくは１／４以内であるような波形で
ある。
【００５１】
　本発明における駆動信号は、インク滴をそれぞれ吐出させるための少なくとも３つの駆
動パルスを一印刷周期内に連続的に印加する駆動信号であって、一印刷周期内の各駆動パ
ルスは、前記圧力室の容積を膨張させる膨張パルスと、該膨張パルスに続いて前記圧力室
の容積を収縮させる収縮パルスと、該収縮パルスに後続する待機時間とを有し、これらの
駆動パルスのうち、最初に印加される第１パルスの待機時間がＡＬ（ＡＬは圧力室の音響
的共振周期の１／２）の２倍よりも長く４倍よりも短く、最後に印加される最終パルスの
待機時間が前記ＡＬの偶数倍であり、前記第１パルスと前記最終パルスの間に印加される
各中間パルスの待機時間が前記ＡＬよりも長く前記ＡＬの２倍よりも短く、各駆動パルス
における膨張パルスの電圧は互いに実質的に等しく、かつ、収縮パルスの電圧は互いに実
質的に等しいことを特徴とする。
【００５２】
　ここで実質的に等しいとは、各駆動パルスにおける膨張パルス（収縮パルス）の電圧が
±０．５Ｖの範囲にあることをいう。また、電圧とはパルスの最大電圧を指す。
【００５３】
　図４は、本実施形態において、インク滴を吐出するために駆動信号生成手段１００から
隔壁２７に印加される駆動信号を示している。図４はスーパードロップＵＤを形成し、飛
翔させる場合の駆動パルスの基本波形と対比して、本実施形態におけるスーパードロップ
を形成し、飛翔させる駆動パルスの波形を示した図であり、横軸に時間をとり、縦軸には
駆動パルスの電圧をとってある。
【００５４】
　本実施の形態においては、Ｎ個（Ｎは３以上の整数）のサブドロップＳＤ１、ＳＤ２、
・・・ＳＤＮ－１、ＳＤＮによって１個のスーパードロップＵＤを形成する場合に、図４
に示すように、サブドロップＳＤ１、ＳＤ２・・・ＳＤＮ－１、ＳＤＮをそれぞれ吐出す
るための駆動パルスＰ１、Ｐ２、・・・ＰＮ－１、ＰＮの電圧（膨張パルスの電圧＋Ｖｏ
ｎ、収縮パルスの電圧－Ｖｏｆｆ）は相互に等しいが、後の説明から明らかなように、安
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定してスーパードロップＵＤを形成することができる。
【００５５】
　図４において、Ｂ１、Ｂ２、・・・ＢＮ－１、ＢＮは各膨張パルスのパルス幅、Ｓ１、
Ｓ２、・・・ＳＮ－１、ＳＮは各収縮パルスのパルス幅、Ｙ１、Ｙ２、・・・ＹＮ－１、
ＹＮは各収縮パルスに後続する待機時間、ｔ１、ｔ２、・・・ｔＮ－１、ｔＮは各駆動パ
ルスの周期をそれぞれ示している。
【００５６】
　既に述べたように、駆動パルスの基本波形は圧力室の音響的共振周期の１／２をＡＬ（
時間）としたとき、幅ＡＬの膨張パルスそれに続く幅２ＡＬの収縮パルスとそれに続く電
圧ゼロの待機期間（長さＡＬ）からなる長さ４ＡＬの駆動信号とし、この駆動信号をＮ回
連続して圧力室に印加してサブドロップＳＤ１、ＳＤ２・・・ＳＤＮを形成している。
【００５７】
　このような基本波形の駆動パルスによる圧力室の駆動では、第１サブドロップＳＤ１に
第２サブドロップＳＤ２を確実に合体させることが困難であり、本発明の発明者は、スー
パードロップを安定して形成することができるインクジェット記録装置を探求し、サブド
ロップの駆動パルスの待機時間をＡＬを基本単位として種々変化させて圧力室を駆動して
、サブドロップの吐出安定性を評価した。
【００５８】
　駆動パルスにおける収縮により生じた正の圧力波は、収縮パルスの印加解除時にも十分
キャンセルされずに圧力室内には残留振動が存在する。各駆動パルスに後続する待機時間
の設定如何により、前の駆動パルスで引き起こした圧力室内の残留振動に合わせて次の駆
動パルスを印加することができ、後から吐出するインク滴の速度を適宜に高めることがで
きることを見出した。
【００５９】
　ＳＤ１のサブドロップを吐出する最初の第１パルスＰ１が印加された後に、圧力室内に
は残留振動が存在している。最初の第１パルスＰ１の待機時間Ｙ１がＡＬの２倍よりも長
くＡＬの４倍よりも短くなるように設定されていると、スーパードロップの安定形成とイ
ンク滴の吐出安定性との両立を図り得る。
【００６０】
　理由としては、最初の第１パルスＰ１の収縮時の圧力波の残留振動と２発目のＳＤ２を
吐出する中間パルスＰ２における膨張パルスの印加開始時の圧力波の位相が同位相となり
、圧力波同士の重畳により適度に大きな圧力が生じるため、ＳＤ２の吐出速度をＳＤ１よ
りも適度に大きくすることができるためであると考えられる。また、同様の理由から最初
の駆動パルスＰ１の待機時間Ｙ１がＡＬの３倍に設定されていることが好ましい。
【００６１】
　待機時間Ｙ１がＡＬの２倍あるいは４倍では、最初の第１パルスＰ１の収縮時の圧力波
と２発目のＳＤ２を吐出する中間パルスＰ２における膨張パルスの印加開始時の圧力波の
位相が逆位相となり、圧力波同士の重畳が抑えられ、ＳＤ２の吐出速度をＳＤ１よりも大
きくすることができないので、スーパードロップの安定形成の要請を満足できない。
【００６２】
　待機時間Ｙ１がＡＬの４倍より大きくなると、最初の第１パルスＰ１の収縮時の圧力波
の減衰の影響により、圧力波同士の重畳が抑えられ、ＳＤ２の吐出速度をＳＤ１よりも大
きくすることができないので、スーパードロップの安定形成の要請を満足できない。
【００６３】
　ＡＬの２倍未満では、２発目のＳＤ２のインク滴速度が大きくなりすぎてしまい、３発
目以降のインク滴速度をさらに相対的に大きくすることが難しくなるためスーパードロッ
プの安定形成の要請を満足できない。また、特に１ＡＬ以下では残留振動の影響により、
吐出も不安定になりやすい。
【００６４】
　待機時間Ｙ１を２ＡＬよりも長く４ＡＬよりも短くすることで最初のインク滴からの速
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度上昇分を小さくし、２滴目のインク滴速度を抑えている。
【００６５】
　ＳＤ２のサブドロップを吐出する中間パルスＰ２は、待機時間Ｙ２を１ＡＬよりも長く
ＡＬの２倍よりも短くなるように設定することにより、３滴目のインク滴を２滴目のイン
ク滴速度よりもさらに速くすることとインク滴の吐出安定性の両立を図り得る。
【００６６】
　理由としては、２発目のＳＤ２の中間パルスＰ２の収縮時の圧力波と３発目のＳＤ３を
吐出する駆動パルスＰ３における膨張パルスの印加開始時の圧力波の位相が同位相となり
、また、圧力波の減衰も小さいので、圧力波同士の重畳によりさらに大きな圧力が生じる
ため、ＳＤ３の吐出速度をＳＤ２よりも大きくすることができるためであると考えられる
。また、同様の理由から待機時間Ｙ２がＡＬの１．５倍に設定されていることが好ましい
。
【００６７】
　待機時間Ｙ２がＡＬの２倍では、２発目のＳＤ２の中間パルスＰ２の収縮時の圧力波と
３発目のＳＤ３を吐出する中間パルスＰ３における膨張パルスの印加開始時の圧力波の位
相が逆位相となり、圧力波同士の重畳が抑えられ、ＳＤ３の吐出速度をＳＤ２よりも大き
くすることができないので、スーパードロップの安定形成の要請を満足できない。１ＡＬ
以下では、残留振動の影響により、吐出が不安定になりやすい。
【００６８】
　ＳＤ３～ＳＤＮ－１のサブドロップを吐出する他の中間パルス（Ｐ３～ＰＮ－１）は、
ＳＤ２も含めて待機時間Ｙ２～ＹＮ－１をＡＬより長くＡＬの２倍よりも短い範囲内に設
定すればよい。
【００６９】
　ＳＤＮのサブドロップを吐出する最終パルスＰＮが印加された後に、圧力室内には残留
振動が存在している。この残留振動が残っている時に次の画素に対する駆動を行ってしま
うと、次の画素の１発目のインクの吐出速度が上昇してしまい、２発目以降のインク滴速
度をさらに相対的に大きくすることが難しくなるため、スーパードロップの安定形成の要
請を満足できない。この残留振動を抑制するため、最終パルスＰＮの待機時間ＹＮはＡＬ
の偶数倍とする。
【００７０】
　最後の駆動パルスＰＮの待機時間ＹＮはＡＬの偶数倍に設定されていることにより、最
終パルスＰＮにおける収縮時の圧力波と次の画素周期の最初の第１パルスＰ１の膨張パル
ス印加開始時の圧力波の位相が逆位相となり、圧力波同士の重畳が抑えられ、次のＳＤ１

のサブドロップを通常の速度で吐出できる。
【００７１】
　更に、高速駆動をするために、ＡＬの２倍または４倍が好ましい。
【００７２】
　各駆動パルスの膨張パルスのパルス幅が、前記ＡＬの奇数倍に設定されていることによ
り、膨張パルスの印加開始時の圧力波と印加解除時（収縮パルスの印加開始時）の圧力波
の位相が同位相となり、圧力波同士の重畳により大きな正圧が生じるため、より低い電圧
で吐出でき、好ましい。同様な理由により、膨張パルスのパルス幅は１ＡＬがより好まし
い。
【００７３】
　各駆動パルスの収縮パルスのパルス幅が、前記ＡＬの偶数倍に設定されていることによ
り、収縮パルスの印加開始時（膨張パルスの印加解除時）の圧力波と印加解除時の圧力波
の位相が逆位相となり、圧力波同士の重畳が抑えられ、より安定的に吐出できるため好ま
しい。同様な理由により、収縮パルスのパルス幅は２ＡＬがより好ましい。
【００７４】
　図４の駆動パルスでは、膨張パルスの電圧Ｖｏｎ（Ｖ）と収縮パルスの電圧Ｖｏｆｆ（
Ｖ）の比を｜Ｖｏｎ｜＞｜Ｖｏｆｆ｜とすることが好ましい。このように｜Ｖｏｎ｜＞｜
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Ｖｏｆｆ｜の関係とすると、圧力室内へのインクの供給を促進する効果があり、特に、高
粘度インクで高周波駆動を行う場合に好ましい。同様な理由により｜Ｖｏｎ｜／｜Ｖｏｆ
ｆ｜＝２とすることがより好ましい。
【００７５】
　なお、この電圧Ｖｏｎと電圧Ｖｏｆｆの基準電圧は０とは限らない。この電圧Ｖｏｎと
電圧Ｖｏｆｆは、それぞれ基準電圧からの差分の電圧である。なお、本実施形態では基準
電圧をＧＮＤレベルとしているため、低電圧化が可能であり、駆動電圧の低減化により、
圧電材料（ＰＺＴ）の劣化を抑えることができると共に、低い駆動電圧でありながら、圧
力室内に大きな圧力変動を与えることが可能である。
【００７６】
　また、この基準電圧に保持された状態を基準状態としたとき、各駆動パルスは、所定の
基準状態から前記圧力室の容積を膨張させた後、前記基準状態に戻す膨張パルスと、該膨
張パルスに続いて前記圧力室の容積を収縮させせた後、前記基準状態に戻す収縮パルスと
を有し、各駆動パルスの待機時間においては前記基準状態が保持されることが好ましい。
各駆動パルスの始点と終点の電圧（基準電圧）を等しくさせることができるので、駆動パ
ルスを連続的に発生させる際に電圧を戻すための不要な信号を付加する必要が無くなる。
【００７７】
　また、基準状態における圧力室は膨張状態でも収縮状態でもない基準容積の状態にある
ことが好ましい。
【００７８】
　各駆動パルスは、同一波形の駆動パルスで構成することが好ましい。駆動信号生成手段
の構成を簡略化できる。本実施形態においては、立ち上がり時間と立ち下がり時間がとも
にほぼ０に近い矩形波パルスを用いている。矩形波からなるパルスを用いることにより、
駆動効率が向上するとともにパルス幅の設定が容易になる。
【００７９】
　せん断モードタイプの記録ヘッド２では、前記のようにインク滴を吐出させる圧力室２
８Ｂの側壁２７Ｂ及び２７Ｃが変形の動作をすると、隣の圧力室２８Ａ、２８Ｃが影響を
受けるため、隣接する圧力室２８Ａ、２８Ｃからは同時にインク滴の吐出ができない。こ
のため、通常、複数の圧力室２８のうち、互いに１本以上の圧力室２８を挟んで離れてい
る圧力室２８をまとめて１つの組となすようにして、２つ以上の組に分割し、各組毎にイ
ンク吐出動作を時分割で順次行うように駆動制御される。例えば、全圧力室２８を２つお
きに選んで３相に分けて吐出する、いわゆる３サイクル吐出法が行われる。一つの圧力室
からインク滴を吐出すると、吐出した圧力室の振動が隣接する圧力室にも伝わるので、こ
れらの振動がある程度収まってから次の吐出が可能となる。また、別のチャネル構成とし
て、圧力室と該圧力室の少なくとも両隣にインクを含まない、即ちインクの出射を行わな
い空気室（ダミーチャネル）を交互に設けて、インク滴を吐出した圧力室の影響が、その
隣の圧力室に伝わらないようにする方法がある。この場合、各圧力室は同じタイミングで
インク滴の吐出を行うことができる。本発明は上記いずれの方法にも適用可能であるが、
特に後者の場合、マルチドロップのインク滴をより安定して吐出可能となるために好まし
い。
【００８０】
　かかる３サイクル吐出動作について図５を用いて更に説明する。図５に示す例では、記
録ヘッドは圧力室がＡ１、Ｂ１、Ｃ１、Ａ２、Ｂ２、Ｃ２、Ａ３、Ｂ３、Ｃ３の９つの圧
力室２８で構成されているものとし、図４の駆動信号を基本として、１画素周期に３発（
Ｎ＝３）のインク滴を吐出する例に挙げて説明する。また、このときのＡ、Ｂ、Ｃの各組
の圧力室２８の電極に印加される駆動信号のタイミングチャートを図６に示す。
【００８１】
　最初のサブドロップＳＤ１を吐出するために、パルス幅がＢ１の膨張パルス、それに続
くパルス幅がＳ１の収縮パルス、それに続く長さＹ１（ＡＬの２倍より長く４倍より短い
）の待機時間からなる第１パルスＰ１を印加する。
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【００８２】
　次にサブドロップＳＤ２を吐出するために、パルス幅がＢ２の膨張パルス、それに続く
パルス幅がＳ２の収縮パルス、それに続く長さＹ２（ＡＬより長くＡＬの２倍よりも短い
）の待機時間からなる中間パルスＰ２を印加する。
【００８３】
　最後のサブドロップＳＤ３を吐出するために、パルス幅がＢ３の膨張パルス、それに続
くパルス幅がＳ３の収縮パルス、それに続く長さＹ３（ＡＬの偶数倍）の待機時間からな
る最終パルスＰ３を印加する。ＳＤ１～ＳＤ３の３滴によるスーパードロップを形成する
期間を画素周期とする。
【００８４】
　図６に示す駆動パルスによりスーパードロップを形成し飛翔させた場合に、サブドロッ
プＳＤ１～ＳＤ３の飛翔中または記録媒体上での合体を安定して行うことができる。
【００８５】
　インク吐出時には、まずＡ組（Ａ１、Ａ２、Ａ３）の各圧力室２８の電極に前記ＳＤ１

～ＳＤ３を吐出する１連の駆動パルスを印加し、その両隣の圧力室の電極を接地し、Ａ組
のノズルからＳＤ１～ＳＤ３のインク滴を吐出させる。
【００８６】
　続いてＢ組（Ｂ１、Ｂ２、Ｂ３）の各圧力室２８、更に続いてＣ組（Ｃ１、Ｃ２、Ｃ３
）の各圧力室２８へと上記同様に動作する。
【００８７】
　以上は、ベタ画像（フル駆動）の場合であるが、実際は、各画素の画像データに応じて
、ＳＤ１～ＳＤ３のうちの吐出するインク滴の数を変化させる。
【００８８】
　Ｎ＝３とした場合には、０ドロップ（０階調）、一画素周期内の最初の第１パルスによ
り吐出されるサブドロップＳＤ１の１ドロップ（１階調）、ＳＤ１と一画素周期内の２番
目の中間パルスにより吐出されるＳＤ２の２ドロップ（２階調）、ＳＤ１とＳＤ２と一画
素周期内の３番目（最後）の最終パルスにより吐出されるＳＤ３の３ドロップ（３階調）
のそれぞれで０階調から３階調までの印字ができる。
【００８９】
　以上の例では、Ｎ＝３にしているが、Ｎは４以上の整数でもよい。なお、Ｎは、１０以
下が好ましく、５以下がさらに好ましい。あまり長すぎると駆動周期が長くなってしまう
ため好ましくない。
【００９０】
　かかるせん断モードタイプのインクジェット記録ヘッドでは、隔壁２７の変形は壁の両
側に設けられる電極に掛かる電圧差で起こるので、インク吐出を行う圧力室の電極に負電
圧を掛ける代わりに、図７に示すように、インク吐出を行う圧力室の電極を接地して、そ
の両隣の圧力室の電極に正電圧を掛けるようにしても同様に動作させることができる。こ
の後者の方法によれば、図６の駆動信号を印加した場合と全く同一の効果を奏することが
できる上に、正電圧のみによって回路構成が可能であるため、回路設計上有利である。
【００９１】
　以上のように、本実施形態によれば、一印刷周期内の少なくとも３つの駆動パルスのう
ちの最初の第１パルスの待機時間がＡＬの２倍よりも長く４倍よりも短く、中間パルスの
待機時間がＡＬの１倍よりも長く２倍よりも短く設定したので、複数のインク滴の吐出速
度を徐々に増加させることができる。また、着弾曲がり等の小さい安定したインク滴を吐
出することができ、良質な印字を得ることができる。
【００９２】
　従って、圧力発生手段に少なくとも３つの駆動パルスを連続して印加して、各サブドロ
ップを連続してノズルから吐出することにより、スーパードロップを形成して高濃度の画
像を形成する場合に、飛翔中におけるサブドロップの合体によるスーパードロップの形成
が安定して行われ、高い画質の画像を形成することが可能になる。また、各サブドロップ
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により記録材上で１画素を構成する場合にも、制御された画素形成が行われて高い画質の
画像を形成することが可能になる。
【００９３】
　また、各駆動パルスの電圧は実質的に等しいため、駆動回路を複雑化することなく、マ
ルチドロップを安定吐出可能なインクジェット記録装置を提供することができる。
【００９４】
　また、一印刷周期内の最後の最終パルスの待機時間をＡＬの偶数倍からとしたので、最
後のサブドロップＳＤＮを吐出した後の圧力室の残留振動は、次の印字周期の最初のサブ
ドロップＳＤ１を吐出するまでの間に、十分に低減する。従って、最初のサブドロップＳ
Ｄ１の吐出時には、圧力室及びノズル内のインクは十分に静定する。そのため、最初のサ
ブドロップＳＤ１を通常の速度で安定して吐出することができる。
【００９５】
　以上の実施形態では、圧力発生手段（隔壁）が圧電素子により構成されるものを示した
。本発明のインクジェット記録装置は、このように圧力発生手段が圧電素子により構成さ
れるものである場合に、圧力室の容積を膨張させる制御が容易にできるために好ましい。
【００９６】
　また、上記実施形態では、ＡＬに比べて十分に短い立ち上がり時間及び立ち下がり時間
を持った矩形波の駆動パルスを圧電素子に印加している。矩形波を用いることで、圧力波
の音響的共振をより有効に利用した駆動を行うことができる。台形波を使用する方法に比
べてインク滴を吐出させる効率が良く、低い電圧で駆動することができる上に、簡単なデ
ジタル回路で駆動回路を設計できる効果がある。また、パルス幅の設定が容易になるとい
う利点を有する。
【００９７】
　また、上記実施形態例では、圧力発生手段として電界を印加することによりせん断モー
ドで変形するせん断モード型の圧電素子を用いた。せん断モード型の圧電素子では、矩形
波の駆動パルスをより効果的に利用することができ、電圧が下げられ、より効率的な駆動
が可能となるため好ましい。但し、本発明は、必ずしも記録ヘッドの圧力室の容積を電気
・機械変換手段からなる隔壁を駆動させることによってノズルよりインク滴を吐出させる
ものに限らない。例えば、圧力室内の容積を圧力室の外側に設けた圧電材料からなる電気
・機械変換手段によって変化させることによってノズルよりインク滴を吐出させるタイプ
の記録ヘッドや、圧力室内にヒータを配置し、このヒータを熱源として圧力室内のインク
を加熱させ、加熱時に発生する気泡のエネルギーを利用してインク滴を吐出させるタイプ
の記録ヘッドを用いたインクジェット記録装置であってもよい。
【００９８】
　《インク》
　次いで、本発明に係るインクについて説明する。
【００９９】
　また、本発明のインクジェット記録装置は、２５℃におけるインクの表面張力が３１ｍ
Ｎ／ｍ以下である場合に顕著な効果を発揮する。このような表面張力が低いインクは、イ
ンク滴の吐出後のメニスカスの定常状態への復帰速度が遅いので、マルチドロップで連続
駆動を行った場合、吐出が不安定になりやすいからである。
【０１００】
　画像記録にこのような表面張力が低いインクを用いると、画像記録後に速やかに記録媒
体に吸収されるので、画像の定着性を高めることができる。
【０１０１】
　また、インクの表面張力が低すぎると、ノズル形成部材２２に対する濡れ性が高くなる
ので、吐出側の面のノズル２３付近にインクが付着し易くなり、インク吐出が影響を受け
やすい。このため、インクの表面張力が１０ｍＮ／ｍ以上が好ましい。
【０１０２】
　表面張力は、表面張力計ＣＢＶＰ式Ａ－３型（協和科学株式会社）を用いて測定できる
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。
【０１０３】
　インクジェット記録装置で用いられるインクとしては、水を主溶媒とする水性インク、
室温では揮発しない不揮発性の溶媒を主とし、実質的に水を含まない油性インク、室温で
揮発する溶媒を主とし、実質的に水を含まない非水系インク、室温では固体のインクを加
熱溶融して印字するホットメルトインク、印字後、光により重合して硬化する光硬化性イ
ンク等、複数のインクがあり、用途に応じて使い分けられている。
【０１０４】
　前述のようなインクの表面張力が３１ｍＮ／ｍ以下であるインクとしては、油性インク
、非水系インクや光硬化性インクが挙げられる。油性インクとは、炭素数１５～１８の飽
和炭化水素、または、炭素数１５～１８の単価アルコール、もしくは、それらの誘導体を
溶媒として、８０質量％以上含有するインクを指す。油性インクは、耐水性の良好な画像
が得られる利点がある。
【０１０５】
　《光硬化性インク》
　本発明に係る光硬化性インクについて説明する。
【０１０６】
　本発明に係る光硬化性インクは、主には、光重合性化合物（以下、単に重合性化合物と
もいう）、光重合開始剤群の構成化合物及び色材から構成される。本発明でいう光重合開
始剤群の構成とは、単一の光重合開始剤、複数種の光重合開始剤、光重合開始剤と増感剤
との組み合わせ及び光重合開始剤と増感剤と開始助剤との組み合わせをいう。
【０１０７】
　〔光重合性化合物〕
　本発明に係る光硬化性インクに適用可能な光重合性化合物としては、ラジカル重合性化
合物とカチオン重合性化合物を挙げることができる。
【０１０８】
　（ラジカル重合性化合物）
　本発明に適用可能なラジカル重合性化合物は、ラジカル重合可能なエチレン性不飽和結
合を有する化合物であり、分子中にラジカル重合可能なエチレン性不飽和結合を少なくと
も１つ有する化合物であればどの様なものでもよく、モノマー、オリゴマー、ポリマー等
の化学形態をもつものが含まれる。ラジカル重合性化合物は１種のみ用いてもよく、また
目的とする特性を向上するために任意の比率で２種以上を併用してもよい。また、単官能
化合物よりも官能基を２つ以上持つ多官能化合物の方がより好ましい。更に好ましくは多
官能化合物を２種以上併用して用いることが、反応性、物性などの性能を制御する上で好
ましい。
【０１０９】
　ラジカル重合可能なエチレン性不飽和結合を有する化合物の例としては、アクリル酸、
メタクリル酸、イタコン酸、クロトン酸、イソクロトン酸、マレイン酸等の不飽和カルボ
ン酸及びそれらの塩、エステル、ウレタン、アミドや無水物、アクリロニトリル、スチレ
ン、さらに種々の不飽和ポリエステル、不飽和ポリエーテル、不飽和ポリアミド、不飽和
ウレタン等のラジカル重合性化合物が挙げられる。具体的には、アクリロイルモルホリン
、フェノキシエチルアクリレート、２－ヒドロキシー３－フェノキシプロピルアクリレー
ト、２－エチルヘキシルアクリレート、２－ヒドロキシエチルアクリレート、ブトキシエ
チルアクリレート、カルビトールアクリレート、シクロヘキシルアクリレート、テトラヒ
ドロフルフリルアクリレート、ベンジルアクリレート、ビス（４－アクリロキシポリエト
キシフェニル）プロパン、ＥＯ変性ビスフェノールＡジアクリレート、ポリエチレングリ
コールジアクリレート、ペンタエリスリトールトリアクリレート、ペンタエリスリトール
テトラアクリレート、グリセリンエポキシアクリレート、ネオペンチルグリコールジアク
リレート、１，６－ヘキサンジオールジアクリレート、エチレングリコールジアクリレー
ト、ジエチレングリコールジアクリレート、トリエチレングリコールジアクリレート、テ
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トラエチレングリコールジアクリレート、ポリエチレングリコールジアクリレート、ポリ
プロピレングリコールジアクリレート、ペンタエリスリトールトリアクリレート、ペンタ
エリスリトールテトラアクリレート、ジペンタエリスリトールテトラアクリレート、トリ
メチロールプロパントリアクリレート、テトラメチロールメタンテトラアクリレート、オ
リゴエステルアクリレート、Ｎ－メチロールアクリルアミド、ジアセトンアクリルアミド
、エポキシアクリレート等のアクリル酸誘導体、メチルメタクリレート、ｎ－ブチルメタ
クリレート、２－エチルヘキシルメタクリレート、ラウリルメタクリレート、アリルメタ
クリレート、グリシジルメタクリレート、ベンジルメタクリレート、ジメチルアミノメチ
ルメタクリレート、１，６－ヘキサンジオールジメタクリレート、エチレングリコールジ
メタクリレート、トリエチレングリコールジメタクリレート、ポリエチレングリコールジ
メタクリレート、ポリプロピレングリコールジメタクリレート、トリメチロールエタント
リメタクリレート、トリメチロールプロパントリメタクリレート、２，２－ビス（４－メ
タクリロキシポリエトキシフェニル）プロパン等のメタクリル誘導体、その他、アリルグ
リシジルエーテル、ジアリルフタレート、トリアリルトリメリテート等のアリル化合物の
誘導体が挙げられ、さらに具体的には、山下晋三編，「架橋剤ハンドブック」、（１９８
１年大成社）；加藤清視編、「ＵＶ・ＥＢ硬化ハンドブック（原料編）」（１９８５年、
高分子刊行会）；ラドテック研究会編、「ＵＶ・ＥＢ硬化技術の応用と市場」、７９頁、
（１９８９年、シーエムシー）；滝山栄一郎著、「ポリエステル樹脂ハンドブック」、（
１９８８年、日刊工業新聞社）等に記載の市販品もしくは業界で公知のラジカル重合性な
いし架橋性のモノマー、オリゴマー及びポリマーを用いることができる。上記ラジカル重
合性化合物の添加量は好ましくは１～９７質量％であり、より好ましくは３０～９５質量
％である。
【０１１０】
　（カチオン重合性化合物）
　本発明に適用可能なカチオン重合性化合物としては、例えば、カチオン重合により高分
子化することができるエポキシ化合物、オキセタン化合物、ビニルエーテル化合物等を挙
げることができる。
【０１１１】
　本発明で用いることのできるエポキシ化合物としては、例えば、特開２００１－２２０
５２６号、特開２００２－１８８０２５号、特開２００２－３１７１３９号、特開２００
３－５５４４９号、特開２００３－７３４８１号公報等に記載の公知のあらゆるエポキシ
化合物を用いることができ、少なくとも１個のシクロヘキセンまたはシクロペンテン環等
のシクロアルカン環を有する化合物を、過酸化水素、過酸等の適当な酸化剤でエポキシ化
することによって得られる、シクロヘキセンオキサイドまたはシクロペンテンオキサイド
含有化合物が好ましい。
【０１１２】
　本発明で用いることのできるオキセタン化合物としては、例えば、特開２００１－２２
０５２６号、同２００１－３１０９３７号に紹介されているような公知のあらゆるオキセ
タン化合物を使用できる。
【０１１３】
　本発明で用いることのできるビニルエーテル化合物としては、例えば、エチレングリコ
ールジビニルエーテル、エチレングリコールモノビニルエーテル、ジエチレングリコール
ジビニルエーテル、トリエチレングリコールモノビニルエーテル、トリエチレングリコー
ルジビニルエーテル、プロピレングリコールジビニルエーテル、ジプロピレングリコール
ジビニルエーテル、ブタンジオールジビニルエーテル、ヘキサンジオールジビニルエーテ
ル、シクロヘキサンジメタノールジビニルエーテル、ヒドロキシエチルモノビニルエーテ
ル、ヒドロキシノニルモノビニルエーテル、トリメチロールプロパントリビニルエーテル
等のジ又はトリビニルエーテル化合物、エチルビニルエーテル、ｎ－ブチルビニルエーテ
ル、イソブチルビニルエーテル、オクタデシルビニルエーテル、シクロヘキシルビニルエ
ーテル、ヒドロキシブチルビニルエーテル、２－エチルヘキシルビニルエーテル、シクロ
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ヘキサンジメタノールモノビニルエーテル、ｎ－プロピルビニルエーテル、イソプロピル
ビニルエーテル、イソプロペニルエーテル－ｏ－プロピレンカーボネート、ドデシルビニ
ルエーテル、ジエチレングリコールモノビニルエーテル、オクタデシルビニルエーテル等
のモノビニルエーテル化合物等が挙げられる。
【０１１４】
　上記重合性化合物の１種を単独で使用してもよいが、２種以上を適宜組み合わせて使用
してもよい。
【０１１５】
　また、インク色材による遮光効果による感度低下を防ぐ手段として、開始剤寿命の長い
カチオン重合性モノマーと開始剤を組み合わせ、ラジカル・カチオンのハイブリッド型硬
化インクとすることも可能である。
【０１１６】
　〔光重合開始剤群の構成〕
　本発明にかかる光重合開始剤群を構成する添加剤としては、ラジカル重合開始剤、カチ
オン重合開始剤、開始助剤、増感剤等が包含される。これらの光重合開始剤群のインク中
への添加量はインク全体の１～１０質量部が必要となる。
【０１１７】
　本発明にかかる光重合開始剤群は公知の様々な化合物を使用することができるが、上記
重合性化合物に溶解するものから選択する。
【０１１８】
　（光重合開始剤）
　〈ラジカル重合開始剤〉
　ラジカル重合開始剤としては、特公昭５９－１２８１号、同６１－９６２１号、及び特
開昭６０－６０１０４号等の各公報記載のトリアジン誘導体、特開昭５９－１５０４号及
び同６１－２４３８０７号等の各公報に記載の有機過酸化物、特公昭４３－２３６８４号
、同４４－６４１３号、同４４－６４１３号及び同４７－１６０４号等の各公報並びに米
国特許第３，５６７，４５３号明細書に記載のジアゾニウム化合物、米国特許第２，８４
８，３２８号、同２，８５２，３７９号及び同２，９４０，８５３号各明細書に記載の有
機アジド化合物、特公昭３６－２２０６２号、同３７－１３１０９号、同３８－１８０１
５号、同４５－９６１０号等の各公報に記載のオルト－キノンジアジド類、特公昭５５－
３９１６２号、特開昭５９－１４０２３号等の各公報及び「マクロモレキュルス（Ｍａｃ
ｒｏｍｏｌｅｃｕｌｅｓ）、第１０巻、第１３０７ページ（１９７７年）に記載の各種オ
ニウム化合物、特開昭５９－１４２２０５号公報に記載のアゾ化合物、特開平１－５４４
４０号公報、ヨーロッパ特許第１０９，８５１号、同１２６，７１２号等の各明細書、「
ジャーナル・オブ・イメージング・サイエンス」（Ｊ．Ｉｍａｇ．Ｓｃｉ．）」、第３０
巻、第１７４ページ（１９８６年）に記載の金属アレン錯体、特開平４－２１３８６１号
及び同４－２５５３４７号の各公報に記載の（オキソ）スルホニウム有機ホウ素錯体、特
開昭６１－１５１１９７号公報に記載のチタノセン類、「コーディネーション・ケミスト
リー・レビュー（Ｃｏｏｒｄｉｎａｔｉｏｎ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ　Ｒｅｖｉｅｗ）」、
第８４巻、第８５～第２７７ページ（１９８８年）及び特開平２－１８２７０１号公報に
記載のルテニウム等の遷移金属を含有する遷移金属錯体、特開平３－２０９４７７号公報
に記載の２，４，５－トリアリールイミダゾール二量体、四臭化炭素や特開昭５９－１０
７３４４号公報記載の有機ハロゲン化合物等が挙げられる。これらの重合開始剤はラジカ
ル重合可能なエチレン不飽和結合を有する化合物１００質量部に対して０．０１～１０質
量部の範囲で含有されるのが好ましい。
【０１１９】
　〈カチオン重合開始剤〉
　本発明に係る光硬化性インクにおいては、カチオン重合性化合物と共に、光重合開始剤
としてカチオン重合開始剤を含有することが好ましい。
【０１２０】
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　カチオン重合開始剤としては、具体的には光酸発生剤等を挙げることができ、例えば、
化学増幅型フォトレジストや光カチオン重合に利用される化合物が用いられる（有機エレ
クトロニクス材料研究会編、「イメージング用有機材料」、ぶんしん出版（１９９３年）
、１８７～１９２ページ参照）。本発明に好適な化合物の例を以下に挙げる。
【０１２１】
　第１に、ジアゾニウム、アンモニウム、ヨードニウム、スルホニウム、ホスホニウム等
の芳香族オニウム化合物のＢ（Ｃ６Ｆ５）４

－、ＰＦ６
－、ＡｓＦ６

－、ＳｂＦ６
－、Ｃ

Ｆ３ＳＯ３
－塩を挙げることができる。

【０１２２】
　本発明で用いることのできるオニウム化合物の具体的な例を以下に示す。
【０１２３】
【化１】

【０１２４】
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　第２に、スルホン酸を発生するスルホン化物を挙げることができ、その具体的な化合物
を以下に例示する。
【０１２５】
【化２】

【０１２６】
　第３に、ハロゲン化水素を光発生するハロゲン化物も用いることができ、以下にその具
体的な化合物を例示する。
【０１２７】
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【化３】

【０１２８】
　第４に、鉄アレン錯体を挙げることができる。
【０１２９】
【化４】

【０１３０】
　（増感剤）
　本発明に係る光硬化性インクにおいては、３００ｎｍよりも長波長に紫外線スペクトル
吸収を有する増感剤を用いることが好ましく、例えば、置換基として水酸基、置換されて
いてもよいアラルキルオキシ基またはアルコキシ基を少なくとも１つ有する多環芳香族化
合物、カルバゾール誘導体、チオキサントン誘導体等を挙げることができる。
【０１３１】
　本発明で用いることのできる多環芳香族化合物としては、ナフタレン誘導体、アントラ
セン誘導体、クリセン誘導体、フェナントレン誘導体が好ましい。置換基であるアルコキ
シ基としては、炭素数１～１８のものが好ましく、特に炭素数１～８のものが好ましい。
アラルキルオキシ基としては、炭素数７～１０のものが好ましく、特に炭素数７～８のベ
ンジルオキシ基、フェネチルオキシ基が好ましい。
【０１３２】
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　本発明に用いることのできるこれらの増感剤を例示すると、カルバゾール、Ｎ－エチル
カルバゾール、Ｎ－ビニルカルバゾール、Ｎ－フェニルカルバゾール等のカルバゾール誘
導体、１－ナフトール、２－ナフトール、１－メトキシナフタレン、１－ステアリルオキ
シナフタレン、２－メトキシナフタレン、２－ドデシルオキシナフタレン、４－メトキシ
－１－ナフトール、グリシジル－１－ナフチルエーテル、２－（２－ナフトキシ）エチル
ビニルエーテル、１，４－ジヒドロキシナフタレン、１，５－ジヒドロキシナフタレン、
１，６－ジヒドロキシナフタレン、２，７－ジヒドロキシナフタレン、２，７－ジメトキ
シナフタレン、１，１′－チオビス（２－ナフトール）、１，１′－ビ－２－ナフトール
、１，５－ナフチルジグリシジルエーテル、２，７－ジ（２－ビニルオキシエチル）ナフ
チルエーテル、４－メトキシ－１－ナフトール、ＥＳＮ－１７５（新日鉄化学社製のエポ
キシ樹脂）またはそのシリーズ、ナフトール誘導体とホルマリンとの縮合体等のナフタレ
ン誘導体、９，１０－ジメトキシアントラセン、２－エチル－９，１０－ジメトキシアン
トラセン、２－ｔブチル－９，１０－ジメトキシアントラセン、２，３－ジメチル－９，
１０－ジメトキシアントラセン、９－メトキシ－１０－メチルアントラセン、９，１０－
ジエトキシアントラセン、２－エチル－９，１０－ジエトキシアントラセン、２－ｔブチ
ル－９，１０－ジエトキシアントラセン、２，３－ジメチル－９，１０－ジエトキシアン
トラセン、９－エトキシ－１０－メチルアントラセン、９，１０－ジプロポキシアントラ
セン、２－エチル－９，１０－ジプロポキシアントラセン、２－ｔブチル－９，１０－ジ
プロポキシアントラセン、２，３－ジメチル－９，１０－ジプロポキシアントラセン、９
－イソプロポキシ－１０－メチルアントラセン、９，１０－ジベンジルオキシアントラセ
ン、２－エチル－９，１０－ジベンジルオキシアントラセン、２－ｔブチル－９，１０－
ジベンジルオキシアントラセン、２，３－ジメチル－９，１０－ジベンジルオキシアント
ラセン、９－ベンジルオキシ－１０－メチルアントラセン、９，１０－ジ－α－メチルベ
ンジルオキシアントラセン、２－エチル－９，１０－ジ－α－メチルベンジルオキシアン
トラセン、２－ｔブチル－９，１０－ジ－α－メチルベンジルオキシアントラセン、２，
３－ジメチル－９，１０－ジ－α－メチルベンジルオキシアントラセン、９－（α－メチ
ルベンジルオキシ）－１０－メチルアントラセン、９，１０－ジ（２－ヒドロキシエトキ
シ）アントラセン、２－エチル－９，１０－ジ（２－カルボキシエトキシ）アントラセン
等のアントラセン誘導体、１，４－ジメトキシクリセン、１，４－ジエトキシクリセン、
１，４－ジプロポキシクリセン、１，４－ジベンジルオキシクリセン、１，４－ジ－α－
メチルベンジルオキシクリセン等のクリセン誘導体、９－ヒドロキシフェナントレン、９
，１０－ジメトキシフェナントレン、９，１０－ジエトキシフェナントレン等のフェナン
トレン誘導体等を挙げることができる。これら誘導体の中でも、特に、炭素数１～４のア
ルキル基を置換基として有していてもよい９，１０－ジアルコキシアントラセン誘導体が
好ましく、アルコキシ基としてはメトキシ基、エトキシ基が好ましい。
【０１３３】
　また、チオキサントン誘導体としては、例えば、チオキサントン、２，４－ジメチルチ
オキサントン、２，４－ジエチルチオキサントン、イソプロピルチオキサントン２－クロ
ロチオキサントン等を挙げることができる。
【０１３４】
　（開始助剤）
　開始助剤とは、光照射により、電子供与、電子吸引、熱の発生等により開始剤にエネル
ギーを供与して、開始剤のラジカルまたは酸の発生効率を向上させる増感色素として作用
する物質であり、開始剤と組み合わせて適用される。
【０１３５】
　開始助剤としては、例えば、キサンテン、チオキサントン色素、ケトクマリン、チオキ
サンテン色素、シアニン、フタロシアニン、メロシアニン、ポルフィリン、スピロ化合物
、フェロセン、フルオレン、フルギド、イミダゾール、ペリレン、フェナジン、フェノチ
アジン、ポリエン、アゾ化合物、ジフェニルメタン、トリフェニルメタン、ポリメチンア
クリジン、クマリン、ケトクマリン、キナクリドン、インジゴ、スチリル、ピリリウム化
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合物、ピロメテン化合物、ピラゾロトリアゾール化合物、ベンゾチアゾール化合物、バル
ビツール酸誘導体、チオバルビツール酸誘導体等が適用できる。
【０１３６】
　また、開始助剤としては、上述の化合物の他、「高分子添加剤の開発技術」（シーエム
シー出版、大勝靖一監修）等の文献で増感色素として作用することが周知になっている物
質を適用することとしてもよい。なお、開始助剤は光重合開始剤の一部をなす構成要素と
みなすこともできる。
【０１３７】
　これらの光開始剤に加え、光重合（硬化）反応を促進するため促進助剤を添加すること
もできる。これらの例として、ｐ－ジメチルアミノ安息香酸エチル、ｐ－ジメチルアミノ
安息香酸イソアミル、エタノールアミン、ジエタノールアミン、トリエタノールアミン等
が挙げられる。
【０１３８】
　ラジカル重合性組成物に適用されるラジカル重合開始剤と開始助剤との組み合わせの例
としては、ラジカル重合開始剤である過酸エステルと開始助剤であるキサンテン、チオキ
サントン色素、ケトクマリン、チオピリリウム塩との組み合わせ、ラジカル重合開始剤で
あるジフェニルヨードニウム塩等のオニウム塩と開始助剤であるチオキサンテン色素との
組み合わせ等が周知となっている。
【０１３９】
　また、ラジカル重合開始剤としてチタノセン類を適用する場合には、チタノセン類をレ
ーザ又はＬＥＤに対応して可視光線から近赤外線まで波長増感させる開始助剤として、例
えばシアニン、フタロシアニン、メロシアニン、ポルフィリン、スピロ化合物、フェロセ
ン、フルオレン、フルギド、イミダゾール、ペリレン、フェナジン、フェノチアジン、ポ
リエン、アゾ化合物、ジフェニルメタン、トリフェニルメタン、ポリメチンアクリジン、
クマリン、ケトクマリン、キナクリドン、インジゴ、スチリル、ピリリウム化合物、ピロ
メテン化合物、ピラゾロトリアゾール化合物、ベンゾチアゾール化合物、バルビツール酸
誘導体、チオバルビツール酸誘導体等が適用できる。
【０１４０】
　チタノセンと組み合わせて用いる開始助剤としては、更に欧州特許５６８，９９３号、
米国特許４，５０８，８１１号、同５，２２７，２２７号、特開２００１－１２５２５５
号、特開平１１－２７１９６９号等に記載の化合物も適用可能である。このようなチタノ
セン類のラジカル重合開始剤と開始助剤との組み合わせの具体例としては、特開２００１
－１２５２５５号、特開平１１－２７１９６９号に記載のある組み合わせが挙げられる。
【０１４１】
　〔色材〕
　本発明に係る光硬化性インクに用いる色材は、顔料あるいは染料を用いることができる
。画像の耐候性の観点から、顔料を用いることが好ましい。
【０１４２】
　本発明で好ましく用いることのできる顔料を、以下に列挙する。
【０１４３】
　Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　１，２，３，１２，１３，１４，１６，１７
，７３，７４，７５，８１，８３，８７，９３，９５，９７，９８，１０９，１１４，１
２０，１２８，１２９，１３８，１５０，１５１，１５４，１８０，１８５、
　Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｒｅｄ　５，７，１２，２２，３８，４８：１，４８：２，
４８：４，４９：１，５３：１，５７：１，６３：１，１０１，１１２，１２２，１２３
，１４４，１４６，１６８，１８４，１８５，２０２、
　Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｖｉｏｌｅｔ　１９，２３、
　Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｂｌｕｅ　１，２，３，１５：１，１５：２，１５：３，１
５：４，１８，２２，２７，２９，６０、
　Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｇｒｅｅｎ　７，３６、
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　Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｗｈｉｔｅ　６，１８，２１、
　Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｂｌａｃｋ　７。
【０１４４】
　上記顔料の分散には、例えば、ボールミル、サンドミル、アトライター、ロールミル、
アジテータ、ヘンシェルミキサ、コロイドミル、超音波ホモジナイザー、パールミル、湿
式ジェットミル、ペイントシェーカー等を用いることができる。また、顔料の分散を行う
際に、分散剤を添加することも可能である。分散剤としては、高分子分散剤を用いること
が好ましく、高分子分散剤としてはＡｖｅｃｉａ社のＳｏｌｓｐｅｒｓｅシリーズや、味
の素ファインテクノ社のＰＢシリーズが挙げられる。また、分散助剤として、各種顔料に
応じたシナージストを用いることも可能である。これらの分散剤および分散助剤は、顔料
１００質量部に対し、１～５０質量部添加することが好ましい。分散媒体は、溶剤または
重合性化合物を用いて行うが、本発明に用いる光硬化型インクでは、インク着弾直後に反
応・硬化させるため、無溶剤であることが好ましい。溶剤が硬化画像に残ってしまうと、
耐溶剤性の劣化、残留する溶剤のＶＯＣの問題が生じる。よって、分散媒体は溶剤では無
く重合性化合物、その中でも最も粘度の低いモノマーを選択することが分散適性上好まし
い。
【０１４５】
　顔料の分散は、顔料粒子の平均粒径を０．０８～０．２μｍとすることが好ましく、最
大粒径は０．３～１０μｍ、好ましくは０．３～３μｍとなるよう、顔料、分散剤、分散
媒体の選定、分散条件、ろ過条件を適宜設定する。この粒径管理によって、ヘッドノズル
の詰まりを抑制し、インクの保存安定性、インク透明性および硬化感度を維持することが
できる。
【０１４６】
　本発明に係るインクにおいては、色材濃度としては、インク全体の１質量％乃至３０質
量％であることが好ましい。白以外のインクにおいては１質量％乃至１０質量％が更に好
ましい。
【０１４７】
　〔その他の添加剤〕
　本発明に係るインクには、保存性を高める観点から、重合禁止剤を２００～２００００
ｐｐｍ添加することができる。本発明に係るインクは４０～８０℃の範囲で加熱、低粘度
化して射出することが好ましいので、熱重合によるヘッド詰まりを防ぐためにも重合禁止
剤を入れることが好ましい。
【０１４８】
　この他に、必要に応じて界面活性剤、レベリング添加剤、マット剤、膜物性を調整する
ためのポリエステル系樹脂、ポリウレタン系樹脂、ビニル系樹脂、アクリル系樹脂、ゴム
系樹脂、ワックス類を添加することができる。
【０１４９】
　２５℃における粘度は、着弾後の液滴の定着のしやすさから２５ｍＰａ・ｓ以上５００
ｍＰａ・ｓ以下が好ましく、吐出時の駆動の電圧、安定性から吐出時の粘度は８ｍＰａ・
ｓ以上２０ｍＰａ・ｓ以下が好ましい。インクの表面張力は３１ｍＮ／ｍ以下が着弾後の
後退が少なく線の輪郭の描画性が良く好ましい。
【０１５０】
　記録媒体との接触角は、液寄りによる着弾後の後退が少なく線の輪郭の描画性が良く、
かつ記録媒体での定着しやすさから、前述のように１０～３０°が好ましい。
【０１５１】
　光として、主には、紫外線を用いて硬化するインクにより画像記録を行うが、インクは
必ずしもこれには限定されず、例えば、可視光線、赤外線等の電磁波といった紫外線以外
の光を照射することにより硬化するインクであってもよい。この場合、インクには、紫外
線以外の光で重合して硬化する重合性化合物と、紫外線以外の光で重合性化合物同士の重
合反応を開始させる光開始剤とが適用される。また、紫外線以外の光で硬化する光硬化性
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のインクを用いる場合は、紫外線光源に代えて、その光を照射する光源を適用する。
【０１５２】
　画像記録に光硬化性インクを用いると、画像記録後に光を照射すれば光硬化性インクは
重合して硬化するので、長期間にわたって画像を消えずに維持することができ、インクジ
ェット記録装置による画像の品質を高めることができる。さらに、光硬化性インクを画像
記録に用いれば、記録媒体がインク吸収性のよい記録媒体（例えば、紙など）でなくとも
、インク吸収性のない記録媒体、あるいはインク吸収性の低い記録媒体であっても画像記
録を行うことができる。
【０１５３】
　《非水系インク》
　長期の耐候性が求められる屋外掲示物や曲面を有する物体への密着性が求められる印字
物等には、記録媒体としてポリ塩化ビニルやポリエチレンなどのプラスチック製の記録媒
体が用いられ、特に広い用途で軟質ポリ塩化ビニル製の記録媒体が使用されている。軟質
ポリ塩化ビニルに印刷する方法は多数あるが、版作製の必要がなく、仕上がりまでの時間
が短く、少量多品種の生産に適する方法として、インクジェット記録方法がある。
【０１５４】
　軟質ポリ塩化ビニルに対してインクジェット記録を行う際、用いるインクとしては、軟
質ポリ塩化ビニルに対する溶解能を有するシクロヘキサノン、Ｎ－メチルピロリドン等を
含有し、主溶剤としてグリコールアセテート類を含有する非水系インクを用いる。これら
のインクは、シクロヘキサノン、Ｎ－メチルピロリドン等の溶剤が、軟質ポリ塩化ビニル
に対する溶解能が高く、インク中の顔料が軟質ポリ塩化ビニル中に入り込むため、良好な
耐擦過性、光沢性が得られる。
【０１５５】
　本発明に係る非水系インク（以下、単にインクともいう）は非水系溶媒を含有すること
ができるが、一般式（１）及び（２）で表される化合物群から選ばれる１種類以上の化合
物からなる溶媒（Ａ）を含有することが好ましい。
【０１５６】
【化５】

【０１５７】

【化６】

【０１５８】
　一般式（１）において、Ｒ１、Ｒ２はそれぞれメチル基またはエチル基を表し、ＯＸ１

はオキシエチレン基またはオキシプロピレン基を表す。
【０１５９】
　また、一般式（２）において、Ｒ３、Ｒ４はそれぞれメチル基またはエチル基を表し、
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【０１６０】
　本発明に係る一般式（１）、（２）で表される具体的な化合物としては、例えば、ジエ
チレングリコールジメチルエーテル、ジエチレングリコールジエチルエーテル、ジプロピ
レングリコールジメチルエーテル、ジプロピレングリコールジエチルエーテル、エチレン
グリコールジアセテート、プロピレングリコールジアセテート等が挙げられる。
【０１６１】
　これらの中でも、溶媒（Ａ）の成分として、ジエチレングリコールジエチルエーテル、
ジプロピレングリコールジメチルエーテル、ジプロピレングリコールジエチルエーテル、
エチレングリコールジアセテート及びプロピレングリコールジアセテートから選ばれる少
なくとも１種であることが好ましく、ポリ塩化ビニルに印字した時のインクの速乾性、及
びインクの長期保存安定性をより向上させることができる。その中でも、特に好ましい溶
媒（Ａ）としては、ジエチレングリコールジエチルエーテルとエチレングリコールジアセ
テートを少なくとも１：１～１０：１の比で含有するものである。
【０１６２】
　インク中の溶媒（Ａ）の含有量は、５０質量％以上、９０質量％以下であることが好ま
しく、このような溶媒構成にすることにより、ポリ塩化ビニル印字時の速乾性、出射安定
性が良好となるのに加え、インクの臭気をより少ないものとするとともに、インクの長期
保存安定性に寄与する。
【０１６３】
　〔その他の溶媒〕
　本発明に係る非水性インクにおいては、本発明に係る溶媒（Ａ）の他に、本発明の目的
効果を損なわない範囲で、従来公知の溶媒を含有しても良く、そのような溶媒としては、
例えば、ジエチレングリコールモノエチルエーテル、トリエチレングリコールモノメチル
エーテル、ジプロピレングリコールモノメチルエーテル、トリプロピレングリコールモノ
メチルエーテル等のアルキレングリコールモノアルキルエーテル類、エチレングリコール
ジブチルエーテル、テトラエチレングリコールジメチルエーテル等のアルキレングリコー
ルジアルキルエーテル類が挙げられる。
【０１６４】
　さらに、本発明のインクでは、塩ビ記録媒体との密着性を高める目的で塩ビ溶解性を持
たせるための有機溶剤を添加しても良いが、長期保存安定性をより良好に奏するために、
以下に示すような化合物を含有することが好ましい。
【０１６５】
　その一つの溶媒としては、下記一般式（３）または（４）で表される化合物群から選ば
れる１種類以上の化合物からなる溶媒（Ｂ）を挙げることができる。
【０１６６】
【化７】

【０１６７】
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【化８】

【０１６８】
　一般式（３）において、Ｒ５、Ｒ６はそれぞれ炭素数１～６の置換基を表し、例えば、
メチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、イソプロピル基のような直鎖または分岐のアルキ
ル基や、ヒドロキシエチル基、アセチル基、アセトニル基のようなヘテロ原子が置換した
アルキル基、シクロヘキシル基、フェニル基などの環状、または芳香族の置換基等が挙げ
られ、更にＲ５とＲ６は同じであっても異なっていても良く、またＲ５とＲ６が互いに結
合して環を形成していても良い。
【０１６９】
　一般式（４）において、Ｒ７、Ｒ８はそれぞれ炭素数１～６の置換基を表し、例えば、
メチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、イソプロピル基のような直鎖または分岐のアルキ
ル基や、ヒドロキシエチル基、アセチル基、アセトニル基のようなヘテロ原子が置換した
アルキル基、シクロヘキシル基、フェニル基などの環状、または芳香族の置換基等が挙げ
られ、更にＲ７とＲ８は同じであっても異なっていても良く、またＲ７とＲ８が互いに結
合して環を形成していても良い。
【０１７０】
　本発明に係る一般式（３）、（４）で表される化合物としては、例えば、ジメチルスル
ホキシド、ジエチルスルホキシド、メチルエチルスルホキシド、ジフェニルスルホキシド
、テトラエチレンスルホキシド、ジメチルスルホン、メチルエチルスルホン、メチル－イ
ソプロピルスルホン、メチル－ヒドロキシエチルスルホン、スルホラン等が挙げられる。
【０１７１】
　インク中の溶媒（Ｂ）の含有量は、１．５質量％以上、３０質量％以下であることが好
ましく、より好ましくは３質量％以上、２０質量％以下であり、特に好ましくは５質量％
以上、１５質量％以下である。溶媒（Ｂ）の含有量が１．５質量％以上であれば、インク
のポリ塩化ビニルに対する溶解能が十分となり、ポリ塩化ビニルに対する耐擦過性やアル
コール拭き取り耐性を得ることができる。また、３質量％以上であれば、ポリ塩化ビニル
に対する耐擦過性やアルコール拭き取り耐性が良好であり、３０質量％以下であれば、長
期の使用によりインクジェットヘッドの異常を引き起こすことなく、安定した出射を行う
ことができる。
【０１７２】
　また、その一つの溶媒としては、下記一般式（５）または（６）で表される化合物を挙
げることができる。
【０１７３】
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【化９】

【０１７４】
〔式中、Ｒ１は炭素数３～１１のアルキレン基、Ｒ２は水素原子またはメチル基を表す。
〕
　一般式（６）
　　　Ｒ３ＣＯＮ（Ｒ４）２

〔式中、Ｒ３、Ｒ４は、それぞれ独立に水素原子または炭素数１～４のアルキル基を表す
。〕
　上記一般式（５）で表される溶媒の具体例としては、β－ラクタム、２－ピロリドン、
δ－ラクタム、ε－カプロラクタム、ラウロラクタム、Ｎ－メチル－２－ピロリドン等が
挙げられる。
【０１７５】
　また、上記一般式（６）で表される溶媒の具体例としては、Ｎ－メチルホルムアミド、
Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチルホルムアミド、Ｎ－メチルアセトアミ
ド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチルアセトアミド等が挙げられる。
【０１７６】
　その他に、ポリ塩化ビニル樹脂の可溶溶媒としては、１，２－ジクロロエタン、ニトロ
エタン、アセトン、メチルエチルケトン、酢酸ブチル、ジオキサン、シクロヘキサン、シ
クロヘキサノン、ピリジン、モルホリン、ジエチレングリコールジメチルエーテル等が挙
げられる。
【０１７７】
　また、その他の併用可能な溶媒として、ラクトン系溶媒を挙げることができる。
【０１７８】
　ラクトン系溶媒は、エステル結合による環状構造を持つ化合物であり、５員環構造のγ
－ラクトンや６員環構造のδ－ラクトン、７員環構造のε－ラクトン等があり、例えば、
γ－ブチロラクトン、γ－バレロラクトン、γ－ヘキサラクトン、γ－ヘプタラクトン、
γ－オクタラクトン、γ－ノナラクトン、γ－デカラクトン、γ－ウンデカラクトン、δ
－バレロラクトン、δ－ヘキサラクトン、δ－ヘプタラクトン、δ－オクタラクトン、δ
－ノナラクトン、δ－デカラクトン、δ－ウンデカラクトン、ε－カプロラクタムである
。ラクトン系溶剤は、好ましい態様としては５員環構造のγ－ラクトンであり、さらに好
ましい態様においては、γ－ブチロラクトン、γ－バレロラクトンである。
【０１７９】
　更に、その他の併用可能な溶媒として、下記に示す溶媒を挙げることができる。
【０１８０】
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【化１０】

【０１８１】
　次いで、本発明に係るインクのその他の構成要素について説明する。
【０１８２】
　〔顔料〕
　本発明に係る非水系インクにおいては、色材として顔料を使用する。色材として顔料を
用いることにより、ポリ塩化ビニル等のプラスチック製の記録媒体に記録した記録物の耐
候性を高めることができる。
【０１８３】
　本発明において使用できる顔料としては、従来公知のものを特に制限なく使用でき、例
えば、前述の光硬化性インクに適用可能な顔料と同様な種類をあげることができる。
【０１８４】
　〔顔料分散剤〕
　本発明に係るインクにおいては、顔料分散剤としては、界面活性剤、高分子分散剤等が
用いることができる。高分子分散剤としては、（メタ）アクリル系樹脂、スチレン－（メ
タ）アクリル系樹脂、水酸基含有カルボン酸エステル、長鎖ポリアミノアマイドと高分子
量酸エステルの塩、高分子量ポリカルボン酸の塩、長鎖ポリアミノアマイドと極性酸エス
テルの塩、高分子量不飽和酸エステル、ポリアリルアミンと遊離のカルボン酸を有するポ
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リエステルの縮合物または造塩物、変性ポリウレタン、変性ポリアクリレート、ポリエー
テルエステル型アニオン系活性剤、ナフタレンスルホン酸ホルマリン縮合物塩、芳香族ス
ルホン酸ホルマリン縮合物塩、ポリオキシエチレンアルキルリン酸エステル、ポリオキシ
エチレンノニルフェニルエーテル、ステアリルアミンアセテート、顔料誘導体等を挙げる
ことができる。
【０１８５】
　具体的には、ジョンクリル（ジョンソンポリマー社製）、Ａｎｔｉ－Ｔｅｒｒａ－Ｕ（
ＢＹＫ　Ｃｈｅｍｉｅ社製）、Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ（ＢＹＫ　Ｃｈｅｍｉｅ社製）、Ｅｆ
ｋａ（Ｅｆｋａ　ＣＨＥＭＩＣＡＬＳ社製）、フローレン（共栄社化学社製）、ディスパ
ロン（楠本化成社製）、デモール（花王社製）、ホモゲノール、エマルゲン（以上、花王
社製）、ソルスパーズ（アビシア社製）、ニッコール（日光ケミカル社製）、アジスパー
（味の素ファインテック）等が挙げられる。
【０１８６】
　本発明のインクにおける分散剤の含有量は、顔料に対して１０質量％～２００質量％の
範囲で添加することが好ましい。１０質量％以上とすることで顔料分散の安定性が高めら
れ、２００質量％以下とすることでインクジェットヘッドからのインク吐出性が安定しや
すくなる。
【０１８７】
　〔樹脂〕
　本発明に係る非水系インクでは、ポリ塩化ビニル等のプラスチック製の記録媒体に記録
した際の定着性を向上させるために、様々な樹脂（以下、単に樹脂ともいう）が添加され
る。
【０１８８】
　マルチドロップで高速駆動を行う際には、メニスカスの振動を早期に減衰させる必要が
ある。特に樹脂を含有させた非水系インクでは、このようなメニスカスの振動を早期に減
衰させることが難しく、安定出射が難しい。本発明のインクジェット記録装置によれば、
各駆動パルスの待機期間を最適化してメニスカスの残留振動を適量に設定できすることに
より、前の吐出の残留振動を利用して後続のインク滴の速度増加を図ることと、この残留
振動により吐出が不安定化することという相反する問題を解決し得て、樹脂を含有させた
非水系インクを使用しても、安定にスーパードロップが形成できるインクジェット記録装
置を提供することができる。
【０１８９】
　添加する樹脂としては、アクリル系樹脂、ポリエステル系樹脂、ポリウレタン系樹脂、
塩化ビニル系樹脂、塩化ビニル－酢酸ビニル共重合樹脂等が挙げられる。
【０１９０】
　具体的には、ジョンクリル（ジョンソンポリマー社製）、エスレックＰ（積水化学社製
）等のアクリル系樹脂、エリーテル（ユニチカ社製）、バイロン（東洋紡社製）等のポリ
エステル系樹脂、バイロンＵＲ（東洋紡社製）、ＮＴ－ハイラミック（大日精化社製）、
クリスボン（大日本インキ化学工業社製）、ニッポラン（日本ポリウレタン社製）等のポ
リウレタン樹脂、ＳＯＬＢＩＮ（日信化学工業社製）、ビニブラン（日信化学工業社製）
、サランラテックス（旭化成ケミカルズ社製）、スミエリート（住友化学社製）、セキス
イＰＶＣ（積水化学社製）、ＵＣＡＲ（ダウケミカル社製）等の塩化ビニル系樹脂が挙げ
られる。
【０１９１】
　樹脂は、印字後に記録媒体に対して顔料などの色材を接着するバインダーの作用をする
が、樹脂は分子量が大きいほど接着性、耐久性が良くなる。また、分子量が小さいほどイ
ンクの粘度が低くなるが、粘度が低い方が印字時のインクの出射に必要なエネルギーが低
くなり、インクジェットヘッドに負荷がかからず、安定に出射しやすくなる。したがって
数平均分子量で１００００以上であると印字後の定着性が十分に発揮され、３００００以
下であればインクの出射に負荷がかからず好ましい。
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【０１９２】
　特に好ましい樹脂は、数平均分子量が１００００～３００００の範囲であり、組成とし
ては、塩化ビニル－酢酸ビニル共重合物、塩化ビニル－酢酸ビニル－無水マレイン酸共重
合物、塩化ビニル－酢酸ビニル－ビニルアルコール共重合物及び塩化ビニル－酢酸ビニル
－ヒドロキシアルキルアクリレート共重合物から選ばれる少なくとも１種の樹脂であり、
塩化ビニル－酢酸ビニル共重合物と塩化ビニル－酢酸ビニル－無水マレイン酸共重合物を
混合して用いても良く、更にはこれら塩化ビニル－酢酸ビニル共重合物や塩化ビニル－酢
酸ビニル－無水マレイン酸共重合物などと、アクリル系樹脂、ポリエステル系樹脂、ポリ
ウレタン系樹脂などを混合して用いても良い。
【０１９３】
　本発明に係るインクにこれらの樹脂を添加することにより、出射安定性と耐擦過性やア
ルコール拭き取り耐性をバランスよく向上させることができる。
【０１９４】
　本発明でいうアルコール拭き取り耐性とは、エタノールまたはエタノール・水混合溶媒
で画像表面を拭き取った際に画像剥離等の乱れに対する耐性であり、屋外用途のポスター
等で、画像表面の汚れをアルコールで拭き取ることに対するユーザーニーズである。
【０１９５】
　本発明に係る樹脂の合成法としては、懸濁重合法、乳化重合法、溶液重合法など、特に
制約はなく適用することができるが、その中でも、溶液重合法が好ましい。
【０１９６】
　溶液重合法とは、ビニル基をもつモノマーのラジカル重合を行う際に用いられる方法の
一つで、生成するポリマーが可溶な溶媒にモノマー及び開始剤を溶解させて、加熱して重
合を行う方法である。
【０１９７】
　溶液重合法により合成された樹脂は、比較的高分子量であっても溶解性が高く、インク
中により多くの樹脂を含有させることができるため、耐擦過性を向上させることができる
。
【０１９８】
　本発明に係るインクにおける樹脂の含有量は、１～１０質量％であることが好ましい。
含有量を１質量％以上とすることで、ポリ塩化ビニルに記録した時の画像耐候性が高めら
れ、１０質量％以下とすることでインクジェットヘッドからのインク吐出性が安定しやす
くなり、より好ましい含有量の範囲は３～７質量％の範囲である。
【０１９９】
　〔その他の添加剤〕
　本発明に係る非水系インクでは、上記説明した以外に、必要に応じて、出射安定性、プ
リントヘッドやインクカートリッジ適合性、保存安定性、画像保存性、その他の諸性能向
上の目的に応じて、公知の各種添加剤、例えば、粘度調整剤、比抵抗調整剤、皮膜形成剤
、紫外線吸収剤、酸化防止剤、退色防止剤、防ばい剤、防錆剤等を適宜選択して用いるこ
とができる。
【０２００】
　本発明に係る非水系インクを用いたインクジェット記録方法においては、例えば、イン
クを装填したプリンタ等により、デジタル信号に基づきインクジェットヘッドよりインク
を吐出し記録媒体に付着させることで、インクジェット記録画像が得られる。記録媒体に
付着させたインクを素早く確実に乾燥させるため、記録媒体の表面温度を高めて画像形成
する方法が好ましい。
【０２０１】
　表面温度は、記録媒体の耐久性や、用いるインクの乾燥性に応じて調節するが、好まし
くは４０～１００℃である。特に、記録媒体としてポリ塩化ビニルを用いる場合、表面温
度を高めることにより、記録媒体表面に対するインクの濡れ性が向上するため、表面温度
を高めて記録することはより好ましい。
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【０２０２】
　ポリ塩化ビニル製の記録媒体の銘柄によっても濡れ性やインク乾燥性に違いが生じるこ
とがあるので、各媒体の特性に応じて表面温度を調節しても良い。
【０２０３】
　記録媒体の表面温度を高めて記録を行う場合、インクジェット記録装置にヒーターを搭
載させることが好ましく、記録媒体の搬送前、もしくは搬送時に加熱を行うことにより、
インクジェット記録装置単体で記録媒体の表面温度を調節することが可能である。
【０２０４】
　〔記録媒体〕
　本発明のインクジェット記録装置においては、紙、樹脂、金属、ガラス等の各種記録媒
体を適用することができる。
【０２０５】
　本発明に係る非水系インクを用いて、記録媒体に画像を記録する際、記録媒体として、
ポリ塩化ビニル、可塑剤を含有しない樹脂基材及び非吸収性の無機基材を構成要素とする
記録媒体から選ばれる少なくとも１種の記録媒体を用いることが好ましい。
【０２０６】
　本発明のインクジェット記録方法で用いる記録媒体の一つであるポリ塩化ビニルの具体
例としては、ＳＯＬ－３７１Ｇ、ＳＯＬ－３７３Ｍ、ＳＯＬ－４７０１（以上、ビッグテ
クノス株式会社製）、光沢塩ビ（株式会社システムグラフィ社製）、ＫＳＭ－ＶＳ、ＫＳ
Ｍ－ＶＳＴ、ＫＳＭ－ＶＴ（以上、株式会社きもと製）、Ｊ－ＣＡＬ－ＨＧＸ、Ｊ－ＣＡ
Ｌ－ＹＨＧ、Ｊ－ＣＡＬ－ＷＷＷＧ（以上、株式会社共ショウ大阪製）、ＢＵＳ　ＭＡＲ
Ｋ　Ｖ４００　Ｆ　ｖｉｎｙｌ、ＬＩＴＥｃａｌ　Ｖ－６００Ｆ　ｖｉｎｙｌ（以上、Ｆ
ｌｅｘｃｏｎ社製）、ＦＲ２（Ｈａｎｗｈａ社製）ＬＬＢＡＵ１３７１３、ＬＬＳＰ２０
１３３（以上、桜井株式会社製）、Ｐ－３７０Ｂ、Ｐ－４００Ｍ（以上、カンボウプラス
株式会社製）、Ｓ０２Ｐ、Ｓ１２Ｐ、Ｓ１３Ｐ、Ｓ１４Ｐ、Ｓ２２Ｐ、Ｓ２４Ｐ、Ｓ３４
Ｐ、Ｓ２７Ｐ（以上、Ｇｒａｆｉｔｙｐ社製）、Ｐ－２２３ＲＷ、Ｐ－２２４ＲＷ、Ｐ－
２４９ＺＷ、Ｐ－２８４ＺＣ（以上、リンテック株式会社製）、ＬＫＧ－１９、ＬＰＡ－
７０、ＬＰＥ－２４８、ＬＰＭ－４５、ＬＴＧ－１１、ＬＴＧ－２１（以上、株式会社新
星社製）、ＭＰＩ３０２３（株式会社トーヨーコーポレーション社製）、ナポレオングロ
ス　光沢塩ビ（株式会社二樹エレクトロニクス社製）、ＪＶ－６１０、Ｙ－１１４（以上
、アイケーシー株式会社製）、ＮＩＪ－ＣＡＰＶＣ、ＮＩＪ－ＳＰＶＣＧＴ（以上、ニチ
エ株式会社製）、３１０１／Ｈ１２／Ｐ４、３１０４／Ｈ１２／Ｐ４、３１０４／Ｈ１２
／Ｐ４Ｓ、９８００／Ｈ１２／Ｐ４、３１００／Ｈ１２／Ｒ２、３１０１／Ｈ１２／Ｒ２
、３１０４／Ｈ１２／Ｒ２、１４４５／Ｈ１４／Ｐ３、１４３８／Ｏｎｅ　Ｗａｙ　Ｖｉ
ｓｉｏｎ（以上、Ｉｎｅｔｒｃｏａｔ社製）、ＪＴ５１２９ＰＭ、ＪＴ５７２８Ｐ、ＪＴ
５８２２Ｐ、ＪＴ５８２９Ｐ、ＪＴ５８２９Ｒ、ＪＴ５８２９ＰＭ、ＪＴ５８２９ＲＭ、
ＪＴ５９２９ＰＭ（以上、Ｍａｃｔａｃ社製）、ＭＰＩ１００５、ＭＰＩ１９００、ＭＰ
Ｉ２０００、ＭＰＩ２００１、ＭＰＩ２００２、ＭＰＩ３０００、ＭＰＩ３０２１、ＭＰ
Ｉ３５００、ＭＰＩ３５０１（以上、Ａｖｅｒｙ社製）、ＡＭ－１０１Ｇ、ＡＭ－５０１
Ｇ（以上、銀一株式会社製）、ＦＲ２（ハンファ・ジャパン株式会社製）、ＡＹ－１５Ｐ
、ＡＹ－６０Ｐ、ＡＹ－８０Ｐ、ＤＢＳＰ１３７ＧＧＨ、ＤＢＳＰ１３７ＧＧＬ（以上、
株式会社インサイト社製）、ＳＪＴ－Ｖ２００Ｆ、ＳＪＴ－Ｖ４００Ｆ－１（以上、平岡
織染株式会社製）、ＳＰＳ－９８、ＳＰＳＭ－９８、ＳＰＳＨ－９８、ＳＶＧＬ－１３７
、ＳＶＧＳ－１３７、ＭＤ３－２００、ＭＤ３－３０１Ｍ、ＭＤ５－１００、ＭＤ５－１
０１Ｍ、ＭＤ５－１０５（以上、Ｍｅｔａｍａｒｋ社製）、６４０Ｍ、６４１Ｇ、６４１
Ｍ、３１０５Ｍ、３１０５ＳＧ、３１６２Ｇ、３１６４Ｇ、３１６４Ｍ、３１６４ＸＧ、
３１６４ＸＭ、３１６５Ｇ、３１６５ＳＧ、３１６５Ｍ、３１６９Ｍ、３４５１ＳＧ、３
５５１Ｇ、３５５１Ｍ、３６３１、３６４１Ｍ、３６５１Ｇ、３６５１Ｍ、３６５１ＳＧ
、３９５１Ｇ、３６４１Ｍ（以上、Ｏｒａｆｏｌ社製）、ＳＶＴＬ－ＨＱ１３０（株式会
社ラミーコーポレーション製）、ＳＰ３００　ＧＷＦ、ＳＰＣＬＥＡＲＡＤ　ｖｉｎｙｌ
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（以上、Ｃａｔａｌｉｎａ社製）、ＲＭ－ＳＪＲ（菱洋商事株式会社製）、Ｈｉ　Ｌｕｃ
ｋｙ、Ｎｅｗ　Ｌｕｃｋｙ　ＰＶＣ（以上、ＬＧ社製）、ＳＩＹ－１１０、ＳＩＹ－３１
０、ＳＩＹ－３２０（以上、積水化学工業株式会社製）、ＰＲＩＮＴ　ＭＩ　Ｆｒｏｎｔ
ｌｉｔ、ＰＲＩＮＴ　ＸＬ　Ｌｉｇｈｔ　ｗｅｉｇｈｔ　ｂａｎｎｅｒ（以上、Ｅｎｄｕ
ｔｅｘ社製）、ＲＩＪＥＴ　１００、ＲＩＪＥＴ　１４５、ＲＩＪＥＴ１６５（以上、Ｒ
ｉｔｒａｍａ社製）、ＮＭ－ＳＧ、ＮＭ－ＳＭ（日栄化工株式会社製）、ＬＴＯ３ＧＳ（
株式会社ルキオ社製）、イージープリント８０、パフォーマンスプリント８０（以上、ジ
ェットグラフ株式会社製）、ＤＳＥ　５５０、ＤＳＢ　５５０、ＤＳＥ　８００Ｇ、ＤＳ
Ｅ　８０２／１３７、Ｖ２５０ＷＧ、Ｖ３００ＷＧ、Ｖ３５０ＷＧ（以上、Ｈｅｘｉｓ社
製）、Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｗｈｉｔｅ　６００５ＰＥ、６０１０ＰＥ（以上、Ｍｕｌｔｉｆ
ｉｘ社製）等が挙げられる。
【０２０７】
　また、可塑剤を含有しない樹脂基材または非吸収性の無機基材を構成要素とする記録媒
体としては、下記の各種基材を構成要素として、１種類の基材単独で、または複数の種類
の基材を組み合わせて、使用をすることができる。本発明に用いられる可塑剤を含有しな
い樹脂基材としては、例えば、ＡＢＳ樹脂、ポリカーボネート（ＰＣ）樹脂、ポリアセタ
ール（ＰＯＭ）樹脂、ポリアミド（ＰＡ）樹脂、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）
樹脂、ポリイミド（ＰＩ）樹脂、アクリル樹脂、ポリエチレン（ＰＥ）樹脂、ポリプロピ
レン（ＰＰ）樹脂、可塑剤を含有しない硬質ポリ塩化ビニル（ＰＶＣ）樹脂等が挙げられ
る。
【０２０８】
　これらの樹脂は可塑剤を含有していないことが特徴であるが、その他の厚み、形状、色
、軟化温度、硬さ等の諸特性について特に制限はない。
【０２０９】
　本発明に用いられる記録媒体として好ましくは、ＡＢＳ樹脂、ＰＥＴ樹脂、ＰＣ樹脂、
ＰＯＭ樹脂、ＰＡ樹脂、ＰＩ樹脂、可塑剤を含有しない硬質ＰＶＣ樹脂、アクリル樹脂、
ＰＥ樹脂、ＰＰ樹脂である。さらに好ましくはＡＢＳ樹脂、ＰＥＴ樹脂、ＰＣ樹脂、ＰＡ
樹脂、可塑剤を含有しない硬質ＰＶＣ樹脂、アクリル樹脂である。
【０２１０】
　また、本発明に用いられる非吸収性の無機基材としては、例えば、ガラス板、鉄やアル
ミニウムなどの金属板、セラミック板等が挙げられる。これらの無機基材は表面にインク
吸収性の層を有していないことが特徴である。これらの非吸収性の無機基材はその他の厚
み、形状、色、軟化温度、硬さ等の諸特性について特に制限はない。
【実施例】
【０２１１】
　以下、本発明の効果を実施例に基づいて例証するが、本発明はこれらに限定されるもの
ではない。
（実施例１）
＜インク＞
　なお、実施例において「部」あるいは「％」の表示を用いるが、特に断りがない限り「
質量部」あるいは「質量％」を表す。
＜光硬化性インクのインク１の作製＞
　〔分散液１の調製〕
　下記の各化合物をステンレスビーカーに入れ、６５℃のホットプレート上で加熱しなが
ら１時間加熱撹拌溶解した。
【０２１２】
　ＰＢ８２２（味の素ファインテクノ社製分散剤）　　　　　　　　　　　　　　８部
　テトラエチレングリコールジアクリレート（ＴＥＧＤＡ、二官能）　　　　　７２部
　室温まで冷却した後、これにＰｉｇｍｅｎｔ　Ｂｌｕｅ　１５：４（山陽色素社製Ｃｙ
ａｎｉｎｅ　Ｂｌｕｅ　４０４４）を２０部加えて、直径０．３ｍｍのジルコニアビーズ
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２００ｇと共にガラス瓶に入れ密栓し、ペイントシェーカーにて４時間分散処理した後、
ジルコニアビーズを除去し、分散液１を調製した。
【０２１３】
　〔インク１の調製〕
　上記調整した分散液１を１４部、重合性化合物（ラジカル重合性）としてＲＡを２４．
９部とＴＥＧＤＡを２９．０部とＡ－４００を２５．０部、変性シリコーンオイルとして
ＳＤＸ－１８４３を０．１部、光重合開始剤群として光重合開始剤であるＩ－９０７を５
．０部と増感剤であるＩＰＴＸを２．０部を混合して、次いで、０．８μｍのフィルター
によりろ過して、光硬化性インクのインク１を得た。
＜光硬化性インクのインク２の作製＞
　〔分散液２の調製〕
　下記の各化合物をステンレスビーカーに入れ、６５℃のホットプレート上で加熱しなが
ら１時間加熱撹拌溶解した。
【０２１４】
　ＰＢ８２１（味の素ファインテクノ社製分散剤）　　　　　　　　　　　　　　９部
　ＯＸＴ２２１（東亞合成社製オキセタン化合物）　　　　　　　　　　　　　７１部
　室温まで冷却した後、これにＰｉｇｍｅｎｔ　Ｂｌｕｅ　１５：４（山陽色素社製Ｃｙ
ａｎｉｎｅ　Ｂｌｕｅ　４０４４）を２０部加えて、直径０．３ｍｍのジルコニアビーズ
２００ｇと共にガラス瓶に入れ密栓し、ペイントシェーカーにて４時間分散処理した後、
ジルコニアビーズを除去し、分散液２を調製した。
【０２１５】
　〔インク２の調製〕
　上記調整した分散液２を１４部、重合性化合物（カチオン重合性）として２０２１Ｐを
２０．０部とＯＸＴ２２１を４３．９部とＯＸＴ２１２を１５．０部、変性シリコーンオ
イルとしてＳＤＸ－１８４３を０．１部、光重合開始剤群として光重合開始剤であるＵＶ
Ｉ６９９２を５．０部と増感剤であるＣＰＴＸを２．０部を混合して、次いで、０．８μ
ｍのフィルターによりろ過して、光硬化性インクのインク２を得た。
【０２１６】
　また、略称で記載の化合物の詳細は、以下の通りである。
【０２１７】
　〈ラジカル重合性化合物〉
　ＲＡ：ラウリルアクリレート
　ＴＥＧＤＡ：テトラエチレングリコールジアクリレート
　Ａ－４００：ＮＫエステル　新中村化学工業製
　〈カチオン重合性化合物〉
　２０２１Ｐ：セロキザイド２０２１Ｐ（脂環式エポキシ化合物、二官能、ダイセル化学
工業社製）
　ＯＸＴ２１２：単官能オキセタン化合物、東亞合成社製
　ＯＸＴ２２１：二官能オキセタン化合物、東亞合成社製
　〈変性シリコーンオイル〉
　ＳＤＸ－１８４３：変性シリコーンオイルＳＤＸ－１８４３、旭電化工業社製
　〈光重合開始剤〉
　Ｉ－９０７：イルガキュア９０７　チバ・ジャパン社製
　ＵＶＩ６９９２：トリアリールスルホニウム塩、ＵＶＩ６９９２、ダウケミカル社製
　〈増感剤〉
　ＩＰＴＸ：イソプロピルチオキサントン
　ＣＰＴＸ：１－クロロ－４－プロポキシチオキサントン
　ＡＨＣ：３－アセチル－７－ヒドロキシクマリン
＜非水系のインク３の作製＞
　以下に記載の顔料分散剤、樹脂は、減圧蒸留にて低沸点溶媒を留去し、固形分が２０質
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量％となるように分散で用いる有機溶媒で希釈して使用した。以下、顔料分散剤、樹脂の
使用量は固形分換算値を表す。
【０２１８】
　〔顔料分散体３の調製〕
　Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５：３（以下、ＰＢ１５：３と略記する）を１０部、顔料
分散剤であるソルスパーズ２４０００（ルーブリゾール社製）を５部、溶媒（Ｂ）として
スルホラン（Ｓ－１０）を１０部、溶媒（Ａ）としてジエチレングリコールジエチルエー
テルを６０部とエチレングリコールジアセテートを１５部混合し、直径０．５ｍｍのジル
コニアビーズを体積率で６０％充填した横型ビーズミル（アシザワ社製　システムゼータ
ミニ）を用いて分散し、その後ジルコニアビーズを除去して顔料分散体３を得た。
【０２１９】
　〔樹脂溶液の調製〕
　溶媒（Ｂ）としてジメチルスルホキシドを１０部、溶媒（Ａ）としてジエチレングリコ
ールジエチルエーテルを６５部とエチレングリコールジアセテートを１５部、樹脂として
、溶液重合法により合成された塩化ビニル－酢酸ビニル系共重合物（商品名ＶＹＨＤ、数
平均分子量２２０００、ダウケミカルズ社製）を１０部、それぞれ混合、溶解して樹脂溶
液を調製した。
【０２２０】
　〔インク３の調製〕
　上記樹脂溶液の５０部を攪拌しながら、顔料分散体３の５０部を混合し、次いで、０．
８μｍのフィルターによりろ過して、非水系のインク３を得た。
＜光硬化性インクのインク４の作製＞
　上記インク２の作製において、変性シリコーンオイル（ＳＤＸ－１８４３）を０．１部
添加する代わりにＯＸＴ２２１を４４．０部とした以外は同様にして、光硬化性インクの
インク４を作製した。
【０２２１】
　各インクの表面張力は、表面張力計ＣＢＶＰ式Ａ－３型（協和科学株式会社）を用いて
測定できる。
【０２２２】
　《画像形成と評価》
　（画像番号１～３２）
　図２に示すせん断モードタイプの記録ヘッド（ノズルピッチ：１８０ｄｐｉ、ノズル数
：２５６、ノズル径：２３μｍ、ＡＬ：２．４μｓ、インク滴量：４ｐｌ）を２つ用意し
、各ヘッドのノズル列が、相互に１／２ピッチずらされ、千鳥状に配置するように貼り合
わせた。これにより、各ヘッドのそれぞれが１８０ｄｐｉのヘッドであるので、ノズルの
ピッチを互いに１／２ずらせることで、３６０ｄｐｉの記録ヘッドとして使用することが
可能となり、ノズル数を増やし、高密度の記録ヘッドとすることができる。
【０２２３】
　この２列ヘッド（ノズルピッチ：３６０ｄｐｉ、ノズル数：５１２）を備えた図１に記
載の構成からなるインクジェット記録装置に、上記調製した各インクを装填し、表１に記
載の各種記録媒体へ、下記の条件で吐出した。
【０２２４】
　この２列ヘッド（ノズルピッチ：３６０ｄｐｉ、ノズル数：５１２）の各列の圧力室を
図６に示したＳＤ１～ＳＤ３のサブドロップをそれぞれ吐出させる３つの駆動パルスＰ１

～Ｐ３を１画素周期内に連続的に印加する駆動信号を基本として、３群に分け、３サイク
ル駆動を行った。
【０２２５】
　各駆動パルスは、各膨張パルスの電圧Ｖｏｎを１６Ｖ、各収縮パルスの電圧Ｖｏｆｆを
８Ｖとし、ＶｏｎとＶｏｆｆの比（｜Ｖｏｎ｜／｜Ｖｏｆｆ｜）は２／１とした。
【０２２６】
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　また、各膨張パルスのパルス幅（Ｂ１、Ｂ２，Ｂ３）を１ＡＬ、各収縮パルスのパルス
幅（Ｓ１，Ｓ２，Ｓ３）を２ＡＬとした。
【０２２７】
　各駆動パルスの待機時間（Ｙ１，Ｙ２，Ｙ３）を表１に示すように変化させた。
【０２２８】
　尚、光硬化性インクを吐出する際はインクタンクからヘッド部分まで断熱して５０℃の
加温を行った。また、記録ヘッド２の両側（キャリッジ上）に光照射手段である、照度（
光量）：１００ｍＷ／ｃｍ２のＬＥＤ（日亜化学社製（特注品）、ピーク波長：３６５ｎ
ｍ）を設置し、インク着弾後０．１秒後に紫外線が照射されてインクを硬化した。
【０２２９】
　記録媒体は、上質紙、ＰＶＣ（ポリ塩化ビニル）製の記録媒体であるＪＴ５９２９ＰＭ
（Ｍａｃｔａｃ社製）を使用した。なお、印字中は、記録媒体を裏面から加温して、画像
記録時の記録媒体の表面温度が４５℃になるようにヒーター温度を設定した。記録媒体の
表面温度は、非接触温度計（ＩＴ－５３０Ｎ形（株）堀場製作所社製）を用いて測定した
。
【０２３０】
　〔画像の評価〕
　上記方法に従って、作成した各画像を、下記の方法に従って評価を行った。いずれも△
以上の性能を許容レベルとした。
【０２３１】
　（画素形状の評価）
　形成した画像について、１画素に打ち込まれた３滴のインク滴による１ドットの形状を
ルーペで拡大観察し、下記の評価基準に則りドット形状の評価を行った。
【０２３２】
　○：１画素を形成する３つのＳＤ（インク滴）がほぼ同一位置に着弾し、ドット形状の
乱れがほぼない
　△：１画素を形成する３つのＳＤ（インク滴）が互いに若干離れて着弾し、ドット形状
もやや乱れているが、許容の範囲である
　×：１画素を形成する３つのＳＤ（インク滴）が互いに離れて着弾し、画素が乱れ、ド
ット形状が悪く、実用上問題となるレベル。
【０２３３】
　（出射安定性の評価）
　２０℃、３０％ＲＨの環境下で、クリーニングをせずに１時間連続して吐出を続けた後
の状態を目視観察し、下記に示す基準に従って吐出安定性を評価した。
【０２３４】
　○：全ノズルから正常に出射
　△：１～３ノズルに目詰まりや吐出曲がりが見られるが、ノズル面からの吸引クリーニ
ングにより回復し、実用上許容できる範囲にある
　×：４ノズル以上に目詰まりや吐出曲がりが発生し、吸引クリーニングにより回復不可
能な目詰まりや吐出曲がりが１ノズル発生。
【０２３５】
　（定着性の評価）
　記録した画像表面を乾いた木綿で５０回擦り、擦った前後での画像濃度差を求めた。こ
の結果を基に、下記基準に従って定着性を評価した。
【０２３６】
　○：擦った前後での画像濃度差が変わらない
　△：擦った前後での画像濃度差が－１０％以内の劣化
　×：擦った前後での画像濃度差が－１０％を超える劣化
　以上により得られた各結果を、表１に示す。
【０２３７】
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【表１】

【０２３８】
　表１より、本発明のインクジェット記録装置は、比較例のインクジェット記録装置に比
べて、ＳＤ１～ＳＤ３の各インク滴により形成した１ドットの画素形状に優れ、出射安定
性も良好であることが確認できた。
【０２３９】
　また、インクの表面張力を３１ｍＮ／ｍ以下にすると定着性も向上することがわかる。
（実施例２）
（画像番号３３～５２）
　実施例１の方法に従って、ＳＤ１～ＳＤ３のサブドロップをそれぞれ吐出させる３つの
駆動パルスＰ１～Ｐ３を１画素周期内に連続的に印加する駆動信号に代えて、同様の方法
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により、ＳＤ１～ＳＤ４のサブドロップをそれぞれ吐出させる４つの駆動パルスＰ１～Ｐ

４を１画素周期内に連続的に印加する駆動信号を用いて画像形成と評価を行った。
【０２４０】
　各駆動パルスは、各膨張パルスの電圧Ｖｏｎを１６Ｖ、各収縮パルスの電圧Ｖｏｆｆを
８Ｖとし、ＶｏｎとＶｏｆｆの比（｜Ｖｏｎ｜／｜Ｖｏｆｆ｜）は２／１とした。
【０２４１】
　また、各膨張パルスのパルス幅（Ｂ１、Ｂ２、Ｂ３、Ｂ４）を１ＡＬ、各収縮パルスの
パルス幅（Ｓ１、Ｓ２、Ｓ３、Ｓ４）を２ＡＬとした。
【０２４２】
　各駆動パルスの待機時間（Ｙ１、Ｙ２、Ｙ３、Ｙ４）を表２に示すように変化させた。
【０２４３】
　以上により得られた各結果を、表２に示す。
【０２４４】
【表２】

【０２４５】
　表２より、本発明のインクジェット記録装置は、比較例のインクジェット記録装置に比
べて、ＳＤ１～ＳＤ４の各インク滴により形成した１ドットの画素形状に優れ、出射安定
性も良好であることが確認できた。
【０２４６】
　また、インクの表面張力を３１ｍＮ／ｍ以下にすると定着性も向上することがわかる。
【図面の簡単な説明】
【０２４７】
【図１】インクジェット記録装置の概略構成を示す図である。
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【図２】液滴吐出ヘッドの一態様であるせん断モード（シェアモード）タイプのインクジ
ェット記録ヘッドの概略構成を示す図であり、（ａ）は一部断面で示す斜視図、（ｂ）は
インク供給部を備えた状態の断面図である。
【図３】（ａ）～（ｃ）は記録ヘッドの動作を示す図である。
【図４】本発明に係る実施形態のインクジェット記録装置を実現するための駆動信号を示
す図である。
【図５】（ａ）～（ｃ）は記録ヘッドの時分割動作の説明図である。
【図６】Ａ、Ｂ、Ｃの各組の圧力室の電極に印加される駆動信号のタイミングチャートで
ある。
【図７】正電圧のみを用いた場合の駆動信号のタイミングチャートである。
【符号の説明】
【０２４８】
　１　インクジェット記録装置
　２　記録ヘッド
　２１　インクチューブ
　２２　ノズル形成部材
　２３　ノズル
　２４　カバープレート
　２５　インク供給口
　２６　基板
　２７　隔壁
　２８　圧力室
　３　搬送機構
　３１　搬送ローラ
　３２　搬送ローラ対
　３３　搬送モータ
　４　ガイドレール
　５　キャリッジ
　６　フレキシブルケーブル
　７、８　インク受け器
　１００　駆動信号生成手段
　Ｐ　記録媒体
　ＰＳ　記録面
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【図３】 【図４】
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